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論  文  要  旨 

 

                     氏  名   林田 宏二 

論文題目名 
剥離干渉法による構造断面柱の  
空力弾性振動制振のメカニズムに関する研究  

これまでに，構造部材や機能部材を用いて耐風安定性を向上させることに主眼を置き，  

2つの剥離点を設けることで風による振動の原因である剥離流を制御する「剥離干渉法」と

称した空力的制振手法が提案されている．この手法の有効性は，主に応答実験によって確認

されているが，耐風安定性の向上に寄与する詳細なメカニズムについては明確にされていな

いのが現状である．そこで，本論文では完全剥離型断面柱（B/D=1，B：断面幅，D：断面高

さ）および再付着型断面柱（B/D=8）の矩形断面柱を検討対象とし，剥離干渉法の制振メカ

ニズムや剥離干渉法によって得られる具体的な効果等について明らかにすることを目的と

して，可視化による画像解析を用いた流速測定技術であるPIV（Particle Image Velocimetry）

実験や表面圧力測定実験などの各種風洞実験手法によって検討を行った．  

以下に，本論文で述べている各章における研究内容および結果の総括を示す．  

 第１章では，序論として，上述した本研究の背景および目的を明らかにし，各章の研究内

容，本論文の全体構成について示した．  

第２章では，本研究で扱う問題に関する既往の研究成果について述べ，剥離干渉法の制振

メカニズムに関して検討すべき課題など，本研究の位置付けを明らかにした．  

第３章および第４章では，第２章で示した既往の知見を踏まえて，完全剥離型断面柱であ

る正方形角柱（B/D=1 矩形断面柱）に対して，鉛直板によって 2 次剥離点を設ける「鉛直板

タイプ」の剥離干渉法を適用した場合の応答特性および静的空気力特性について，風洞実験

によって検討を行った．その結果，応答特性については，剥離干渉法が有効に機能した場合

には高風速域におけるギャロッピングの発生が抑制される効果を発揮すること，低風速域に

おいてカルマン型渦励振が発生するが，僅かな構造減衰付加によって大幅な振幅低減効果を

得ることができることなどを明らかにした．また，静的空気力特性については，正方形角柱

に対して抗力が大きく減少する効果が得られること，揚力勾配が負勾配から正勾配となるこ

とによってギャロッピングが制振されること，これらの空気力特性の挙動が辺長比を大きく

した場合と似た傾向を示していること等を明らかにした．また，以上の検討結果から，有効

な剥離干渉角θ（断面柱側面に対して 2 つの剥離点を結んだ線分がなす角度）はθ=20°～30°

の範囲にあることを確認した．  

第５章および第６章では，応答特性および静的空気力特性を踏まえて，静止状態および

応答実験で発生した振動現象を対象とした強制加振状態において，表面圧力測定およびPIV

実験を行い，断面柱の各部位に作用する圧力分布や周辺流れ場の詳細な挙動に着目すること
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で剥離干渉法のメカニズムについて検討を行った．その結果，静的空気力特性については，

剥離点間（鉛直板の風上側， 2つの剥離点の間の空間）に発生する定常的な循環流が大きな

役割を果たしており，有効な剥離干渉角においては，循環流によって発生する負圧が鉛直板

に作用することで抗力を減少させる力が働き，さらにこの負圧が断面柱の側面に作用するこ

とで再付着型断面柱と似た圧力分布を示すこと等を明らかにした．応答特性については，有

効な剥離干渉角の場合，正方形角柱でギャロッピングが発生するような高風速域においても

，2次剥離点である鉛直板の風下側断面には振動に寄与する力が発生せず，鉛直板の風上側

の循環流によって発生する負圧が制振力となって空力振動を抑制していること，強制的に振

動を与えた状態においても，有効な剥離干渉角では2次剥離点より風下側の流れ場は静止状

態に近い流れ場（風軸に対して上下対称）となっていることを明らかにした．また，渦励振

が発現する風速域においても，有効な剥離干渉角では鉛直板の風上側に循環流が発生しており

，制振に寄与しているが，断面後流に発生するカルマン渦によって鉛直板の風下側断面に作

用する励振力が鉛直板の風上側に発生する制振力を上回ることによって振動が発生してい

るという考察を示した．  

第７章では，剥離干渉法を実用化するにあたって検討すべき課題を挙げ，「迎角に対する

剥離干渉法の有効性」「風向が風上側，風下側で逆となる場合の剥離干渉法の有効性」「乱流

中における剥離干渉法の有効性」「剥離干渉法の手法の違いによる影響」の4つの課題につい

て検討した．その結果，迎角がある場合においても，循環流の働きによって気流迎角がない

状態に近い周辺流れ場を形成する効果を発揮しており，剥離干渉法は迎角の影響を受けにく

い手法であること，風向変化に対応するために鉛直板を風上側および風下側の両側に設置す

る必要があるθ=30°の場合においても，片側設置の場合とほぼ同じ応答特性を示し，風向変

化に対して対応可能であること，剥離干渉法は乱流中においても一様流中と同様の制振効果

を発揮していること，隅切り処理によって2つの剥離点を設ける「隅切りタイプ」による剥

離干渉法を用いた場合においても，鉛直板タイプと同様に剥離点間に生じる循環流の働きに

よって同じような流れ場を形成しており，定性的には鉛直板タイプと同じ制振効果を発揮す

ることを明らかにした．さらに，剥離干渉法と回転ローターによるアクティブ境界層制御法

との間に密接な関連性があり，パッシブ制御である剥離干渉法がアクティブ制御法と同じ効

果を発揮していることを示した．  

第８章では，再付着型断面柱である B/D=8 矩形断面柱に対して，剥離干渉法を適用した場

合の制振メカニズムについて検討した．その結果，完全剥離型断面柱における剥離干渉法の

制振メカニズムと共通の知見が得られ，剥離干渉法は断面柱の種類に関係なく，同じ制振メ

カニズムが機能しているということを示した．  

第９章では，第３章～第８章の各種検討によって明らかとなった剥離干渉法の制振メカニ

ズムおよび剥離干渉法によって得られる効果に関して，得られた知見をまとめて，本論文の

結論とした．  

以  上
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第１章 

序論 

 

1.1 研究の背景 

一般的に橋梁に採用される空力振動対策の手法としては，TMD（Tuned Mass Damper）やAMD

（Active Mass Damper）などに代表される減衰付加タイプの制振装置による構造的手法とデフレクタ

ーやフラップ，スポイラーなどの付加部材によって断面まわりの流れを制御する空力的手法が良く知

られている1)．しかしながら，構造的手法は制振装置を設置するスペース確保の問題や初期およびメ

ンテナンスコストの面での負荷が大きい．また，空力的手法は構造的手法に比べてコスト面における

メリットは大きいが，構造部材ではないものを付加することになる．さらに近年，海に近い場所に架

設された橋梁において潮風による付加部材の腐食や経年劣化の問題等も生じている2)． 

これらの手法に対して，久保は，構造部材や機能部材を用いて耐風安定性を向上させることに主眼

を置き，風による振動の原因である剥離流を制御する剥離干渉法（SIM：Separation Interference Method）

と称する空力的制振手法を提案している3),4)．この手法は，図-1.1に示すように2つの剥離点（以後，1

次剥離点と2次剥離点と呼ぶ）を設け，1次剥離点から発生した剥離流を2次剥離点と干渉させること

によって耐風安定性を向上させる境界層制御による制振手法である． 

橋梁の主桁や主塔を対象とした場合，図-1.1(a)のような鉛直板タイプは地覆や高欄，検査路等を利

用することで，また図-1.1(b)のような隅切りタイプは断面の端部を処理して2次剥離点を設けること

で対応可能である．実際に国内最大支間長のPC斜張橋である伊唐大橋の主桁断面をはじめ様々な橋

梁に対して，風洞実験によって有効性が確認され，実用化されている． 

しかしながら，剥離干渉法の有効性は主に応答実験によって確認されたものであり，耐風安定性の

向上に寄与する詳細なメカニズム（剥離干渉法が機能した場合の流れの挙動や構造物に作用する外力

の変化）や剥離干渉法によって得られる具体的な効果などについては明確にされていないというのが

現状である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)  鉛直板タイプ                            (b)  隅切りタイプ 

図-1.1  剥離干渉法（SIM）の適用イメージ 
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1.2 研究の目的および構成 

本研究では，これまで得られている剥離干渉法に関する知見を踏まえた上で，構造物の基本的な断

面柱である矩形断面柱の中から，完全剥離型断面柱である正方形断面柱および再付着型断面柱である

辺長比8の扁平矩形断面柱を検討対象として，静止状態および強制加振状態での各種風洞実験（振動

応答測定，静的空気力測定，表面圧力測定， PIV（Particle Image Velocimetry）による流速場の測定）

を行うことによって，剥離干渉法を適用した場合の制振メカニズムを明らかにすることを研究の目的

とした． 

 

以上の目的を踏まえて，本論文は第２章から第９章までを次のように構成する． 

 

第２章では，本研究で扱う問題に関する既往の研究成果について述べ，剥離干渉法の制振メカニズ

ムに関して本研究で検討すべき課題など，本研究の位置づけを明らかにする． 

 第３章および第４章では，第２章で示した既往の知見を踏まえて，完全剥離型断面柱である正方形

断面柱に対して，鉛直板タイプの剥離干渉法を適用した場合の応答特性および静的空気力特性につい

て風洞実験によって検討した結果を述べる． 

第５章および第６章では，応答特性および静的空気力特性を踏まえて，静止状態および応答実験で

発生した振動現象を対象とした強制加振状態において，表面圧力測定および PIV 実験を行い，断面

柱の各部位に作用する圧力分布や周辺流れ場に着目することで，剥離干渉法の制振メカニズムについ

て検討した結果を述べる．  

 第７章では，実構造物に剥離干渉法を適用する場合に問題となる 4 つの課題，「迎角に対する剥離

干渉法の有効性」「風向が風上側と風下側とが逆になった場合の剥離干渉法の有効性」「乱流中におけ

る剥離干渉法の有効性」「剥離干渉法の手法の違いによる影響」について検討した結果を述べ，さら

に剥離干渉法と回転ローターによる境界層制御法との関連性について述べる． 

 第８章では，再付着型断面柱である辺長比 8 の扁平矩形断面柱に対して剥離干渉法を適用した場合

の各種空力特性を把握し，再付着断面柱に対する剥離干渉法の効果について検討した結果を述べる． 

第９章では，第３章～第８章の各種検討から得られた成果を要約し，剥離干渉法の制振メカニズム

に関して得られた知見についてまとめたものを示して本論文の結論とする． 
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第２章 

既往の研究から得られる知見 

 

2.1 風による構造物の挙動 

風による構造物の挙動は，時間平均的な空気力，すなわち静的な空気力（定常空気力）による変形

である静的な現象と，それ自身の運動に伴って時間的に変化する空気力，すなわち動的な空気力（非

定常空気力）による振動である動的な現象に分けられる． 

 

2.1.1 静的な空力特性 5),6),7) 

静的な現象に着目すると，静的空気力による変形が考えられる．この変形は，風の入射方向，流れ

方向を基準にして抗力，これに直角な揚力，さらに中心周りの空力モーメントによって引き起こされ

るものである．また揚力は，次項に示す発散振動であるギャロッピングの発生の有無に大きく関係し

ている．以下に矩形断面柱に作用する静的な空気力である抗力，揚力，空力モーメントに関する既往

の研究結果について述べる． 

 図-2.1 に，一様流中における辺長比 B/D=1，2，3（B：断面幅，D：断面高さ）の矩形断面柱の静

的三分力係数（抗力係数 CD，揚力係数 CL，空力モーメント係数 CM）の迎角αに対する変化を示す．

ここで，CDについては断面高さ D，CLおよび CMについては断面幅 B を用いて無次元化して係数を

算出している（後述の式(4.1)～式(4.3)参照）． 

抗力係数 CDについては，辺長比が大きくなるに従って，迎角α=0°における CDが減少し，CDが上

に凸となる迎角の範囲が狭くなる傾向を示す．揚力係数 CLについては，迎角α=0°における揚力係数

の勾配（揚力勾配）dCL/dαに着目すると，完全剥離型断面柱である B/D=1，2 では負勾配となってい

るのに対して，再付着断面柱となる B/D=3 においては正勾配となっている．空力モーメント係数 CM

については，迎角α=0°における空力モーメント係数の勾配（空力モーメント勾配）dCM/dαに着目す

ると，完全剥離型断面柱である B/D=1，2 に比べて，再付着断面柱となる B/D=3 での負勾配の傾きが

大きくなっている． 

次に，再付着型断面柱である辺長比 B/D=5，10，20 の扁平矩形断面柱の静的三分力係数の迎角α

に対する変化を図-2.2 に示す．これより，扁平断面柱においては，迎角α=0°における CDはほぼ 1.0

に近い値となっている．また，揚力勾配 dCL/dαは正勾配となる迎角の範囲が広くなる傾向を示す．

さらに，迎角α=0°における空力モーメント勾配 dCM/dαについては，B/D=5 では負勾配となってい

るのに対して，B/D=10 および 20 では正勾配となっている．また辺長比が大きくなるに従って正勾配

となる迎角の範囲が広く，正勾配の傾きが大きくなる傾向を示している． 
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(a) 抗力係数 CD 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 揚力係数 CL 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 空力モーメント係数 CM 

図-2.1 B/D=1，2，3 断面柱における静的三分力特性 6),7) 
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(a) 抗力係数 CD 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 揚力係数 CL 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 空力モーメント係数 CM 

図-2.2 B/D=5，10，20 断面柱における静的三分力特性 6),7) 
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2.1.2 動的な空力特性 5),6),7),8) 

空気力によって生じる動的な現象（空力弾性振動）は，図-2.3 に示されるように，比較的低い風速

域で限定的に生じる渦励振と高い風速域で生じる発散振動としてのギャロッピングやフラッターが

代表的である．以下に，各種空力弾性振動現象について述べる． 

 

 
図-2.3 空力弾性振動の種類 

 

 

(1) 渦励振 6) 

土木構造物あるいは構造部材のほとんどは流線型ではなく，鈍い断面柱であることが多い．このよ

うな鈍い断面柱が流れの中に置かれると，せん断境界層が表面から剥がれ，その後流に交番渦が発生

し，物体には流れと垂直方向に周期的に外力が作用する．このとき発生する渦の発生振動数 fsは，物

体の断面形状とレイノルズ数 Re に固有なストローハル数 St より定まる．構造物の固有振動数 fh（た

わみ方向）が fsと一致する風速が Vcr となる場合に，共振現象により，この風速付近で構造物には流

れと垂直方向の振動が励起される．同様に，ねじれ振動，流れ方向の振動の発生が考えられる．この

現象が渦励振と呼ばれる． 

渦励振の特徴としては，限られた風速範囲においてのみ振動が生じること，その振幅は発散に至ら

ず限定的であることが挙げられる．また，一般的に風向きに垂直なたわみ方向の振動が支配的である． 

 

(2) ギャロッピング 5),6),7),8),9) 

ギャロッピングは，自励的なたわみ 1 自由度発散振動である．この振動は氷雪が付着した送電線や

辺長比の小さい長方形断面柱および H 型断面柱において発生する．特に長方形断面柱においては，

辺長比が 0.7<B/D<2.8 の範囲において発生することが，これまでの研究で明らかにされている． 

ギャロッピングの発生メカニズムとしては，以下の通りである． 

図-2.4 に示すように，流速 V の中で正方形角柱が中立位置を通過して下方に運動している瞬間を考

えた場合，物体の運動速度 y&と流速 V との間で作られる相対迎角α’を持つ流れが作用することにな

る．その結果，下面側の流速は，上面側より速くなり，下面側の負圧が上面側の負圧より小さくなっ

て，下向きの力が作用することになる．下向運動中に下向き（振動が助長される方向）の空気力が作

用するため，振幅は増大することになる．逆に上向き運動中に中立位置を通過する瞬間には，上向き

の空気力が作用することになる．すなわち，振動変位よりも空気力の方が先行することになる．別の

風速 

振幅（たわみ・ねじれ） 

ギャロッピング・フラッター 
自励振動 

限定振動 
渦励振 
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表現をすれば，空気力の位相が振動変位よりも進むことになる．これが自励振動のメカニズムである． 

ギャロッピングに対して最初に理論的な考察を行ったのが，Den Hartog であり，氷雪が付着した送

電線に発生したギャロッピングに静的空気力を用いた準定常理論を適用し，静的空気力係数のみでギ

ャロッピングの発生の判定が行えることを示した 9)． 

ギャロッピング発生の判定式を以下に示す． 

dCL/dα＋CD < 0              ･･･････････ (2.1) 

準定常理論によれば，迎角α=0°において式(2.1)を満足する場合に，発散振動であるギャロッピン

グが発生すると言われている．このことより，図-2.1 に示す静的三分力係数の抗力係数および揚力係

数の結果から辺長比 B/D =1 および B/D =2 においてはギャロッピングが発生するが，辺長比 B/D =3

では発生しないことになる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.4 ギャロッピングの発生メカニズム 
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(3) ねじれフラッターおよび連成フラッター8) 

図-2.5 に示すように構造物が風の流れの中におかれると，空気力を受けて振動し，その振動変位に

よって新たに空気力が形成され，その空気力（付加空気力）がさらに構造変位を増し，次の空気力を

生むというフィードバック回路が形成される．このような構造物と流体の相関関係によって，発散的

な振動（フラッター）が引き起こされると考えられる． 

実際の構造物は非流線型で，このような物体まわりの流れは，物体前面のよどみ点から表面に沿っ

て発達した境界層が，後流の物体（After Body）の急な曲率変化による圧力上昇に追従できず，物体

から剥離して流れの中に押し出される．この場合にも付加空気力による発散的な振動が現れる．この

剥離流フラッターの発生には，剥離流の After Body ヘの再付着の有無など，振動と剥離流の複雑な相

関関係が関わっている． 

 
図-2.5 構造－流体相関現象概念図 

 

風の中の弾性構造物が何らかのきっかけで振動し始めると， 図-2.5 のように付加非定常空気力が

作用する．この空気力は物体の振動に起因するものとして非定常空気力と呼ばれる．線形 N 自由度

系の運動方程式をマトリクス表示してみる． 

yFyFyFKyyCyM dva ++=++ &&&&&&    

付加空気力は式(2.2)の右辺のように表すことができる．Fa，Fv，Fdはそれぞれ付加空気力の振動加

速度，速度，変位に比例する成分の係数で，換算振動数 ftD/V の関数となる．ここで，ft はねじれ固

有振動数，D は代表長（高さ），V は流速である．上式の左辺はそれぞれ系の慣性力，減衰力，弾性

力で，y は変位ベクトルを表す． 

右辺第 1 項の振動加速度に比例する付加空気力は，薄膜構造のように物体が空間的に大きく，しか

も軽い場合にのみ意味を持ち，通常の構造物では無視できる．振動速度比例項と振動変位比例項は符

号を変えるとそれぞれ空力減衰，空力剛性に関連する力となる． 

フラッターの発生を式(2.2)に当てはめると次のようになる．右辺を左辺に移項して， 

 

0*** =++ yKyCyM &&&       

 

となる．係数マトリクス *M ， *C ， *K は付加空気力の寄与を含む質量，減衰，剛性マトリクスで

ある．この系について全エネルギーの時間変化は 

 

( )yKyyCyE TT
2

*
1

* &&& +−=      

 

で表すことができる．ここで， *M は対称マトリクスであると仮定する． 1
*C は *C の対称成分で，

系の構造減衰を無視すると，付加空気力の寄与となる．一方， 2
*K は *K の逆対称成分で，系の剛性

風 空気力 構造物 応答 最終応答 

付加非定常空気力 

 

 

 

･･･････････ (2.2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

･･･････････ (2.3) 

 

 

 

･･･････････ (2.4) 
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マトリクスは対称であるから，これも付加空気力の寄与となる．式(2.4)は流れのエネルギーが付加空

気力を通して系に流入することを意昧する．右辺第 1 項は付加空気力のうち，対称成分が等価減衰力

の形を取ってなす仕事に相当し，不安定振動が流れによる負減衰効果によって発生することを意味し

ている．このとき，不安定振動は 1 自由度系としても存在でき，具体的には剥離流フラッターのすべ

てのタイプが該当する． 

第 2 項は付加空気力のうち，逆対称成分が等価剛性力の形を取ってなす仕事に相当し，不安定振動

が変位モード自由度間の連成（自由度間の位相差に伴う負減衰効果）によって発生することを意味し

ている．この場合は多自由度系特有のものということができ，具体的には曲げねじれフラッター（連

成フラッター）が該当する． 

断面まわりの流れの剥離が大きくなるような鈍い断面の構造物では 1 自由度のねじれフラッター

が発生する．つまり，付加空気力による等価負減衰効果に基づいた不安定振動で，系の慣性力，弾性

力に比べて相対的に小さい構造減衰力に対してこの等価負減衰力が打ち勝てば振動は発生するわけ

で，付加空気力としてはそれほど大きくなくても励振力となり得る．この場合のフラッターを発生さ

せる付加空気力の分布特性は，After Body の形状と大きさ，発生する振動モードの種類，および振幅，

風の乱れなど物体に入射する流れのもつ乱れの程度と大きさ，さらに振動応答周期 TS と流れの流下

時間 TFの比，すなわち無次元の換算風速 

 

D
B

T
T

D
B

VBffD
VVr

F

S ⋅=⋅⋅==
11       

 

に密接に関係している． 

換算風速が大きいことは振動応答に比べて剥離流の流下時間が早いことを，逆に小さいことは遅い

ことを意味している．一般に剥離流フラッターは付加空気力の非線形性のために強い非線形性を示し，

ある換算風速で定常振動（リミットサイクル）を維持する限定振動を呈する．これに比べ，連成フラ

ッターは破壊的な大振幅振動となることが多い． 

長方形断面柱等の鈍い物体に発生する種々のフラッターの特性は，作用空気力を調べることよって

追跡することができる．式(2.2)，式(2.3)，式(2.4)では，付加空気力を物体周辺の表面に分布して作用

する圧力を合算した合力で考えているが，剥離流と作用空気力，さらに振動応答との関係を議論する

ためには，振動する物体表面の非定常圧力分布を調べるほうが有効である．非定常圧力測定において，

正弦的な振動変位として tAy ωsin= を与えると物体表面上のある点の圧力p(t)は次式のように振動変

位より位相遅れβを持つ正弦的な変動圧力として観測できる． 

( ) ( )βω +⋅+= tpCpCtCP sin~
   

ここで， ( )tCP ：圧力係数， pC ：平均圧力係数， pC~ ：変動圧力係数である．振動応答の発生と

作用圧力の関係は，振動の 1 周期間に作用圧力がなす仕事量を計算することによって明らかになる． 

つまり， 
( )∫ == PIP ACdytCW π      

βsin~
⋅= pCCPI         

 

となるが， PIC の正負に応じて仕事量 W が正負，すなわち振動が励振，あるいは減衰されること

 

 

 

･･･････････ (2.5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･･･････････ (2.6) 

 

 

 

･･･････････ (2.7) 

･･･････････ (2.8) 
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になる．従って，測定された非定常圧力について係数 PIC の分布を求めれば，振動応答の発生の有無，

あるいは圧力のどの部分が 1 周期の間に励振力として，また減衰力として作用することになるかが判

明する． 

ただし，振動応答の周期と剥離流れの流下時間との関係，すなわち換算風速の大小に応じて，また

振動振幅の大きさによって剥離流の挙動は異なる．曲げ振動時よりもねじれ振動時には，回転運動に

伴う剥離流と物体後縁端部の回転運動との干渉が要因として重なって，複雑さが増すと考えられる．

さらに，ねじれ振動を発生させる励振モーメントには，物体周辺の圧力分布と回転中心からの腕の長

さが関係するので，剥離流とねじれ振動応答との関連を調べる上でこの点にも留意する必要がある． 
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2.2 境界層制御を用いた制振対策手法 

 空力弾性振動は，物体から境界層が剥離することによって剥離流が生じ，この剥離流が作る渦の

配置パターンによって生じるという考えを基に，境界層を制御することで剥離を小さくし，振動の

原因となる剥離渦の生成を抑制するという「境界層制御」という手法に着目して，アクティブな制

振対策の一つである回転ローターを用いた境界層制御法とパッシブな制振対策法の一つである剥

離干渉法および隅欠き・隅切り断面柱による耐風安定手法に関する既往の研究について示す． 

 

2.2.1 回転ローターを用いた耐風制振機構に関する研究 10),11),12) 

 空力弾性振動が風上側剥離点から生じる剥離流が主因となって生じる現象であるという考え方

にたち，剥離点となる隅角部に配置した回転ローターを回転させることで剥離流を加速し，境界層

を制御することによって耐風安定性を向上させる手法に関する研究が行われてきた．以下に回転ロ

ーターによる境界層制御の研究概要について示す．  

 

(1) 実験概要 

 図-2.6 および図-2.8 に示すような正方形断面柱（B/D=1）および扁平断面柱（B/D=10）に回転ロー

ターを配置した二次元供試模型を用いて検討を行った． 

B/D=1 断面柱では，風上側隅角部 2 ヶ所に 0.1D となるような直径のローターを，B/D=10 断面柱で

は，風上側端部に模型高さ D と同一の直径のローターを配置しており，図-2.7 および図-2.9 に示すよ

うにローターを回転させた場合に生じる応答特性について検討を行っている．ローターの回転速度に

ついては接近風速 V に対するローターの周速度の比（以下，回転比 r）として評価した．  

迎角α=0°でローターの回転比を変化させた場合について，バネ支持 1 自由度応答実験結果および

スモークワイヤー法による可視化実験結果について示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.7 ローター回転パターン 

 

 

図-2.6 供試模型概略図（B/D=1）        
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図-2.9 ローター回転パターン 

 

 

図-2.8 供試模型概略図（B/D=10） 

 

(2) 実験結果および考察 

① B/D=1 断面柱におけるたわみ応答特性 

迎角α=0°において，上下面のローターを同回転比で回転させた場合のたわみ応答実験の結果を図

-2.10 に示す．応答図の縦軸は応答振幅 A を代表長 D で無次元化した無次元倍振幅 2A/D，横軸は模型

のたわみ固有振動数 fhと代表長 D で無次元化した換算風速 Vr（=V/fhD）として整理している．これ

より，ローター静止時において換算風速 Vr=6 付近からギャロッピングが発生しているのに対して，

r=0.8 のときにはギャロッピングの発現風速が Vr=9.6 に移行している．さらに回転比を上げるとギャ

ロッピングは測定範囲内では発生しなくなる．また，渦励振についてはローター静止時に Vr=4.8 で

発生し，回転比を上げてもその最大振幅はわずかに減少する程度で，ほぼ同じ Vr で発生する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.10 各回転比に対するたわみ 1 自由度応答特性（B/D=1） 
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② B/D=1 断面柱における周辺流れ場 

ローター無回転の場合と回転比 r=1.0 で回転させた場合のスモークワイヤー法による可視化写真

を図-2.11 に示す．これらより，ローターを回転させた場合，境界層が加速されることによって剥

離流が断面側面に沿うように流れて，剥離が抑えられている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 無回転時（r=0）                     (b) ローター回転時（r=1.0） 

図-2.11  スモークワイヤー法による可視化写真 

 

③ B/D=10 断面柱におけるねじれ応答特性 

 図-2.12 にねじれ応答実験結果を示す．応答図は横軸に換算風速 Vr（=V/ftD， ft：模型のねじれ固

有振動数），縦軸に倍振幅 2φ[deg.]とする．これより，回転比 r=0 では，Vr=300 付近から振動が発

生し，倍振幅 8deg.以上のねじれフラッターが生じているのに対して，回転比 r≧0.4 ではフラッタ

ー発現風速（応答倍振幅が 2deg.以上となる風速と定義）が高風速側に移行する傾向を示している． 

 この傾向は，図-2.13 に示すように迎角が正迎角（吹き上げ）となる場合に顕著である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.12 各回転比に対するねじれ応答特性（B/D=10） 
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図-2.13 迎角および回転比に対するフラッター発振風速 

 

④ B/D=10 断面柱における周辺流れ場 

フラッター発現風速の高風速化に対して顕著な効果があった迎角α=+6°において，ローター無

回転の場合と回転比 r=1.0 の場合の可視化写真を図-2.14 に示す．r =0 のときには上面において大き

な剥離が生じているのに対し，r =1.0 のときには上面の境界層が狭まっており，扁平断面柱におい

てもローターによって境界層が加速され，剥離が抑制される効果が現れている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 無回転時（r=0）                     (b) ローター回転時（r =1.0） 

図-2.14  スモークワイヤー法による可視化写真（迎角α=+6°） 

 

 (3) まとめ 

 以上のことから，回転ローターによって境界層を加速し，剥離を抑制することで，正方形角柱で

はギャロッピングが抑制され，扁平矩形断面柱ではフラッターの発現風速を高風速側に移行させる

効果を発揮する．  
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2.2.2 剥離干渉法による耐風制振機構に関する研究 3),4) 

久保らは，橋梁の構造部材を対象として，図-1.1(a)に示すような矩形断面柱に鉛直板を設置するこ

とによって新たな剥離点（2 次剥離点）を設ける鉛直板タイプの剥離干渉法について検討を行ってい

る．その結果，剥離干渉法の基本的な特性として得られた知見を以下に示す． 

 

(1) 実験概要 

 図-2.15 に示すような完全剥離型断面柱である B/D=1.2 および再付着型断面柱である B/D=6 の矩形

断面柱を基本断面柱として，鉛直板の高さ h，鉛直板の設置位置 p，1 次剥離点である隅角部と 2 次

剥離点である鉛直板端部をむすぶ線分が基本断面柱側面とのなす角度である剥離干渉角θをパラメ

ーターとして検討を行った．鉛直板は，B/D=1.2 断面柱では風上および風下の両側側面に，B/D=6 断

面柱では風上側側面のみに設置している．以下に，迎角α=0°の一様流中で，各パラメーターを変

化させた場合について，たわみ・ねじれの各 1 自由度を与えたバネ支持 1 自由度応答実験によって検

討した結果を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) B/D=1.2 断面柱                                (b) B/D=6 断面柱 

 

図-2.15 鉛直板による剥離干渉法の適用概要およびパラメーター 

 

 

(2) 実験結果および考察 

① B/D=1.2 断面柱における有効な剥離干渉パラメーター 

 B/D=1.2 断面柱について，鉛直板の高さ h を基本断面柱の高さ D に対して h=0.18D に固定し，1 次

剥離点からの距離 p を変化させることで有効な剥離干渉角θの把握を行った．剥離干渉角θによる

たわみ応答特性を図-2.16(a)に示す．これより，p/D≧0.26（θ≦35°）の範囲においては，基本断面柱

（図中，「Basic」）で生じる高風速域でのギャロッピングの発生が抑制されている．さらに p/D≧0.3

（θ≦31°）においては低風速域での限定振動の発生風速範囲が狭まり，空力的により安定化してい

る状態となっている． 

 次に，剥離干渉角をθ=30°に固定して，鉛直板の高さ hと1次剥離点からの距離 pを変化させるこ

とで剥離干渉法を有効に機能させるために必要な鉛直板の大きさの把握を行った．hによるたわみ応

答特性を図-2.16(b)に示す．これより，p/D≧0.3（h≧0.17D）の範囲で，高風速域でのギャロッピング

の発生が抑制されている． 
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② B/D=6 断面柱における有効な剥離干渉パラメーター 

再付着型断面柱であるB/D=6断面柱について，B/D=1.2断面柱と同様の検討を実施した．剥離干渉

角をθ=30°に固定して，h/Dを変化させた場合のねじれ応答特性を図-2.17に示す．これより，0.3≦p/D

≦0.5（0.17D≦h≦0.3D）の範囲で，高風速域でのねじれフラッターの発生が抑えられている． 

ここで，自由振動法によって得られた高風速域でのねじれ振動に対する変動空気力係数Cφ（式(2.9)

参照）についてまとめたものを図-2.18に示す．これより，p/D=0.3（h=0.17D）の場合において最も減

衰力が大きくなっており，空力的に安定であることが示されている． 

DB
D

lB
IC A φ

ρ
θδπ

φ ⋅⋅−= 3

4
     

     ここで， I ：極慣性モーメント， l ：模型長，φ ：ねじれ振幅， Aδ ：対数空力減衰率 

 

 

(3) まとめ 

以上のことから，鉛直板タイプの剥離干渉法においては，完全剥離型および再付着型の断面の形状

によらず，「剥離干渉角θを30°付近」に設定し，「鉛直板の高さを断面高さの2割程度」とした場合に，

有効な制振および耐風安定効果が得られることが示されており，剥離干渉法を適用する場合のポイン

トとなっている． 

 

 

 

 

･･･････････ (2.9) 
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(a)  剥離干渉角θを変化させた場合（h=0.18D 固定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(b) 鉛直板の高さ h と設置位置 p を変化させた場合（θ=30°固定） 

 

図-2.16  辺長比B/D=1.2断面柱におけるたわみ1自由度応答特性 
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(b) 鉛直板の高さ h と設置位置 p を 
    変化させた場合（θ=30°固定） 

 

図-2.17  辺長比B/D=6断面柱におけるねじれ1自由度応答特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.18  高風速域における変動空気力係数Cφ 
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 2.2.3 隅欠き・隅切り断面による耐風安定性向上に関する研究 13),14) ,15) 

 断面柱の隅欠き処理は，橋梁の主塔や高層建築物に対して風力および振動応答低減を目的として採

用されている手法である．この手法で得られる効果については剥離干渉法のものと同じと考えること

ができる．隅欠きおよび隅切りの大きさによる耐風安定性の効果について行った研究事例から得られ

る知見を以下に示す． 

 

(1) 岡島らの検討 13),14)  

岡島らは，隅欠きの大きさをパラメーターとして矩形断面柱の振動応答について検討を行っている．

以下に抜粋した検討結果を示す． 

 図-2.19 および表-2.1 に示すような B/D’=0.64～0.72 の断面柱に対して，隅欠き形状を変化させて，

たわみ 1 自由度応答実験を行っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.19 断面形状 

 

表-2.1 検討諸元 
パラメーター 断面 

形状 

断面高 
D’ 
(D) 

断面幅 
B 

辺長比 
B/D’ 
(B/D) p h h/D θ 

たわみ 
固有振動数 

fh 

ｽｸﾙｰﾄﾝ数 
Sc 

対数構造 
減衰率δ 

形状 3 60 
(50) 43.1 0.72(0.86) 10.8 5.0 0.10 24.8 11.62 11.63 0.005934 

形状 6 60 
(48) 41.6 0.69(0.86) 10.8 6.0 0.13 29.1 11.91 9.88 0.005346 

形状 8 60 
(46.2) 39.6 0.66(0.86) 10.8 6.9 0.15 32.6 16.11 10.42 0.005487 

形状 9 62 
(46) 39.6 0.64(0.86) 10.8 8.0 0.17 36.5 16.11 10.35 0.005287 

 

 各断面形状のたわみ応答特性を比較したものを図-2.20 に示す．応答図は横軸を実験風速 V，縦軸

を断面高さ D に対する振幅比η とする．  

これより，形状 3 においてはギャロッピングが発生しているのに対し，形状 6，8，9 ではギャロッ

ピングは発生せず，渦励振のみの応答特性を示す．渦励振の応答のピーク値については，形状 6 では

η ≈ 9%，形状 8 ではη ≈ 6%，形状 9 ではη ≈ 7.5%となっていることから，形状 8 が最も空力的に安

定した断面となっている． 

これより，剥離干渉角となるθについては，30°付近，隅欠きの大きさは h/D が 15%程度である

場合に空力的に安定している． 

D’ D

B
p

h

h

θ
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図-2.20 断面形状による応答特性 

 

また，隅欠き断面に対するレイノルズ数 Re の影響についても検討を実施しており，各形状におい

て Re を変化させた場合の応答特性より，Re≧6000 となる範囲であれば応答特性に与える影響が小さ

いこと，ストローハル数や静的空気力特性などの静特性については Re≧10000 が影響を与えない目

安となることが示されている． 

 

(2) 白石らの検討 15) 

 白石らは，橋梁の主塔を検討対象として，矩形断面柱に対して隅欠きを施した場合のギャロッピン

グ抑制の検討を行っている．以下に抜粋した検討結果について示す． 

図-2.21 に示すように B/D’=1.46 の矩形断面柱を基本断面柱（Basic）として，4 隅に正方形形状の

隅欠き（θ=45°で固定）を施しており，隅欠き量 h/D’（h/D）を表-2.2 のように変化させている． 

隅欠き量 h/D’を変化させた場合のたわみ 1 自由度応答特性を比較した結果を図-2.22 に示す． 

これより，剥離干渉角θ=45°で固定した場合においても，隅欠き量 h/D’が 2/18（h/D で換算すると

0.14）および 3/18（h/D=0.25）の場合において，ギャロッピングの発生風速が高風速側に移行する結

果を示しており，空力的に安定化している． 

また，隅欠き形状を隅切り形状に変更した場合の応答特性を図-2.23 に示す．これより，隅切り断

面の場合においても，h/D’=2/18（h/D=0.14）の場合に最も空力的に安定した応答特性を示している． 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図-2.21 隅欠き断面形状 
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表-2.2 隅欠き量 

h/D’ 1/18 2/18 3/18 4/18 5/18 6/18 

h/D 0.125 0.14 0.25 0.4 0.625 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.22 隅欠き量による応答特性（θ=45°固定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.23 隅切り形状にした場合の応答特性（θ=45°固定） 
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(3) まとめ 

 完全剥離型断面柱を対象とした隅欠き・隅切りによる耐風安定性の手法に対しても，鉛直板タイプ

の剥離干渉法を適用した場合に有効に機能するパラメーターに関する知見，「剥離干渉角θが 30°付

近，基本断面高さに対する 2 次剥離点の位置 h が断面高さ D の 2 割程度が有効」が同じように適用

できることが明らかとなっている． 

以上のことから，剥離干渉法と隅欠き・隅切りによる手法は基本的には同じメカニズムによって機

能していると考えられる． 

 

2.3 本研究への展開 

 既往の研究結果から，剥離干渉法を適用する場合において有効に機能するパラメーターが明らか

にされており，有効な剥離干渉法のパラメーターは，完全剥離型断面柱および再付着断面柱のどち

らの種類の断面柱においても適用可能であることが示されている． 

 ただし，これらの研究結果は主に応答実験から得られた知見であり，スモークワイヤー法などに

よる可視化実験からの追加考察は行われているものの，剥離干渉法の具体的な制振メカニズムは明

確にされておらず，把握しきれていない． 

そこで，本論文では，可視化による画像解析技術を用いた流速測定技術である PIV（Particle Image 

Velocimetry）実験や表面圧力測定実験などの各種風洞実験によって，作用する空気力や周辺流れ場

などの変化を詳細に検討することによって剥離干渉法の制振メカニズムの解明を行う． 
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第３章  

剥離干渉法を適用した場合の応答特性 

 
 本章では，完全剥離型断面柱である正方形断面柱（B/D=1）を検討対象断面柱として，鉛直板タイ

プの剥離干渉法を適用した場合について，たわみ 1 自由度応答実験を行い，剥離干渉法を適用するこ

とによって B/D=1 断面柱に生じる振動現象を把握するとともに，剥離干渉法を適用した場合の応答

特性について検討する． 

 

3.1 供試模型およびパラメーター 

供試模型は，図-3.1に示すようにB/D=1.0（幅B，高さD，B=D=50mm）の正方形断面柱を基本断面

柱として，端部に模型端板を設置した2次元剛体模型を用いる（写真-3.1参照）． 

本研究では，第２章で述べた既往の知見を踏まえて，図-3.2に示すように鉛直板の高さを h=0.2D

（=10mm）に設定し，鉛直板の設置位置によって剥離干渉角θをパラメーターとして，θを15°，20°，

25°，30°，35°，40°に変化させた．また，本研究では剥離干渉による流れの挙動に着目するという趣

旨から，鉛直板は上下面共に風上側のみに設置する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.2 設定パラメーター 

 

図-3.1 供試模型概要（B/D=1断面柱） 
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写真-3.1 供試模型（B/D=1断面柱，応答・静的空気力実験用） 

 

3.2 風洞装置 

応答実験および静的空気力測定実験では，九州工業大学工学部建設社会工学科付属の境界層型波浪

風洞 （測定断面 高さ 1.8m×幅 1.1m）を用いて検討を実施した．風洞の概観図を図-3.3，諸元表を

表-3.1，実験状況を写真-3.3 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3 境界層型波浪風洞（九州工業大学付属） 

 

 

表-3.1 風洞諸元（境界層型波浪風洞） 
形        式 
風 洞 測 定 部 

 
波浪水槽部測定部 

エッフェル型吸い込み式 
幅：2.4m，高さ：1.8m（天井高さ可変），長さ：20.0m 
（本研究での測定断面は，幅：1.1m，高さ：1.8m） 
幅：1.2m，深さ：1.5m，長さ：20.0m 

風速範囲 0.0 ～ 10.0m/sec（本研究では， 0.0～22.0m/sec） 

 

模型端板 

模型本体 
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写真-3.3 風洞内状況（縮流部．測定断面：高さ1.8m，幅1.1m） 

 

3.3 たわみ 1 自由度応答実験概要 

3.3.1 計測システム 

図-3.4 にたわみ 1 自由度支持装置の概略図，図-3.5 に計測システム，表-3.2 に実験で使用した計測

機器仕様一覧を示す．たわみ１自由度応答実験では，片側 2 本合計 4 本のコイルスプリングによって

模型を弾性支持し，流れ止めを設置することで流れ方向の静的変形および振動を拘束して，鉛直（た

わみ）方向のみの 1 自由度を与えている． 実験では，それぞれ風速の変化に伴う振動応答変位，発

散および減衰振動変位を模型支持部の両端に設けられたレーザー変位計で計測する．得られた計測デ

ータを AD 変換し，時系列データとしてコンピューターに格納する．また，それと同時にコンピュー

ター上でローパスフィルターを通し，振動応答振幅および振動数，減衰率を求める． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.4 たわみ 1 自由度支持装置概要 
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図-3.5 計測システム 

 

表-3.2 使用計測器一覧表 
機 器 名 台数 型 番 メーカー 

レーザー変位計 4 LB-1200 KEYENCE 
スペクトルアナライザー 1 CF-350 小野測器 
デジタルマルチメーター 1 VOCA 7411 岩崎通信 
ベッツ型マノメーター 1 0～100mmH2O 岡野製作所 
風速測定用微差圧力計 1 MODEL P-70 司測研 
微差圧力計用増幅器 1 DPC-1 司測研 

AD 変換ボード 1 NI PCI-6035E NATIONAL INSTRUMENTS 
関数発生器 1 1920A NF 回路設計 
電磁加振器 4 513-A エミック 

加振器用アンプ 2 F371-A エミック 
ユニバーサルカウンター 1 TR5821 ADBANTEST 

 
3.3.2 実験諸元 

たわみ 1 自由度応答実験における実験ケースを表-3.3 に示す．実験気流は一様流，迎角はα=0°と

し，基本断面柱（Basic）に対して剥離干渉角θを 15°～40°まで 5°刻みで変化させた．実験風速は 0

～14.8m/s の範囲について非振動時には風速を 0.2m/s 間隔，振動時には 0.1m/s 間隔を目安として測定

を行った． 

 

表-3.3  たわみ 1 自由度応答実験諸元 
実験種類 たわみ 1 自由度応答実験 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流（乱れ強さ Iu ≦0.01） 

実験風速  V 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

0～14.8m/s 
0～49333 

対数構造減衰率  δs 0.002 
固有振動数   fh 7.40Hz 

スクルートン数   Sc 18 
迎角 α 0° 

剥離干渉角  θ 15°，20°，25°，30°，35°，40°  
サンプリング周波数，データ数 1000Hz，60000 個 
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さらに，得られた応答特性をより詳細に把握するために，断面柱の後流域に発生するストローハル

数成分の渦であるカルマン渦の発生を防ぐためのスプリッタープレート（長さbs=10D=500mm，写真

-3.4および図-3.6参照）を挿入した場合の応答特性についても検討を行った16),17)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.6 スプリッタープレート概要 

写真-3.4 実験状況            

 

3.4 実験結果および考察 

迎角α=0°におけるたわみ1自由度応答特性について，縦軸を無次元倍振幅2A/D（A：振動片振幅），

横軸を換算風速Vr（=V/fhD， fh：固有振動数）で整理した応答図を図-3.7に示す． 

これより，基本断面柱（Basic）ではストローハル数 St の逆数となる換算風速 Vr=7.4 付近（St≒0.135）

から渦励振が発振し，そのまま発散振動（ギャロッピング）に移行している．これは既往の例 18),19)

と同様の応答傾向を示している．それに対して，鉛直板を設置した場合には，θ=15°では Vr=20.8 ま

でギャロッピングの発振風速が高風速側に移行しており，θ=20°～40°ではさらに高風速域（Vr=40

まで確認）まで振動の発生は抑制されており，発散振動に対して高い耐風安定性を示している．  

しかしながら，鉛直板を設置することで Vr=4.5～5.3 付近の低風速域において限定振動が発生して

おり，θ=40°ではさらに正方形断面柱とほぼ同じ風速から 2A/D=0.77 となるような大振幅の限定振動

が発生している． 

これらの限定振動について，最大応答発生時の風速における空力減衰δA を図-3.8 に示す．これよ

り，θ=40°の場合については大きな負減衰力が発生しているが，θ=20°～35°で発生する限定振動の

負減衰力は小さく，構造減衰δsを 0.02 確保できた場合には，応答振幅は無次元倍振幅 2A/D＜0.1 に

低減でき，僅かな構造減衰の付加によって大幅に抑制することが可能である．  

次に，θ=20°，30°，40°について，スプリッタープレートを挿入した場合のたわみ 1 自由度応答図

を図-3.9 に示す．これより，スプリッタープレートを挿入することによってθ=20°および 30°では限

定振動は発生していない．このことから，θ=20°および 30°において発生する限定振動は後流域のカ

ルマン渦によって励起されるカルマン型渦励振と判断される．また，θ=40°についてはスプリッター

プレートを挿入しても Vr=7.9～9.7 の範囲において振動が発生している．スプリッタープレートがな

い場合には，θ=40°においては Vr=5.3～7.6と 7.6～10.2で 2つの山となる限定振動が発生している（図

-3.7(b)参照）ことから，スプリッタープレートの設置によって振動が発生しなかった 1 つ目の風速域

の限定振動はカルマン型渦励振であり，2 つ目の限定振動は，1 つ目の限定振動とは異なる発生機構

スプリッタープレート  スプリッタープレート 

WIND 

bs=10D（500mm） 

l=900mm 
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によって発生していると考えられる． 

以上のことから，B/D=1 断面柱に剥離干渉法を適用した場合に，応答特性から判断される有効な剥

離干渉角の範囲はθ=20°～35°であり，有効な剥離干渉角においては高風速域におけるギャロッピン

グの発生を抑制する効果を発揮することが明らかとなった．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 29

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 全風速域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 低風速域 

 

図-3.7 たわみ 1 自由度応答特性（B/D=1 断面柱） 
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図-3.8 限定振動の最大応答発生風速時の空力減衰率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.9 スプリッタープレートを挿入した場合の応答特性（B/D=1 断面柱） 
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第４章  

剥離干渉法を適用した場合の静的空気力特性 

 
本章では，剥離干渉法を適用した場合に断面柱に作用する空気力に着目して，静的空気力測定実験

を行い，断面柱に作用する静的な三分力特性（抗力，揚力，空力モーメント）を確認するとともに，

剥離干渉角による各空気力特性について検討する． 

 なお，本検討では，応答実験と同様の供試模型および風洞装置を用いた（3.1 節，3.2 節参照）． 

 

4.1 静的空気力測定実験概要 

4.1.1 計測システム 

図-4.1および写真-4.1に静的空気力測定に用いた三分力天秤および設置全体図，図-4.2に計測システ

ム，表-4.1に実験で使用した計測機器仕様一覧を示す．静的空気力測定実験では，無風時および実験

風速時において模型の両端に取り付けてある三分力天秤から出力された3成分の空気力（抗力，揚力

および空力モーメント）による歪量の時系列データをコンピューターに格納する．得られた歪データ

をあらかじめ無風時に計測して得られた歪と荷重（空気力）のキャリブレーション値を用いて空気力

を求める． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.1 測定装置全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4.1 三分力天秤設置状況 
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(1ch) 

三分力天秤

(2ch) 



 32

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 計測システム 

 

 表-4.1 使用計測器一覧表 
機 器 名 台数 型 番 メーカー 
三分力計  2 LMC-3505 日章電気 

直流型歪増幅器(6ch)  1 DSA-100 日章電気 
ローパスフィルター  2 MS-521 NF 回路設計 

デジタルマルチメーター  1 VOCA 7411 岩崎通信 
ベッツ型マノメーター  1 0～100mmH2O 岡野製作所 
風速測定用微差圧力計  1 MODEL P-70 司測研 
微差圧力計用増幅器  1 DPC-1 司測研 

AD 変換ボード  1 NI PCI-6035E NATIONAL INSTRUMENTS 

 

 

4.1.2 静的空気力係数の定義 

抗力 FD・揚力 FL・空力モーメント FMの各空気力と迎角αの関係を図-4.3 に示す． 

得られた各空気力は，式(4.1)～式(4.3)より，空気力を無次元化して，抗力係数 CD，揚力係数 CLお

よび空力モーメント係数 CMとして整理する．空気力係数の無次元化に関しては，基本断面柱の断面

高さ D および幅 B を用いる． 

 

DV

FC D
D

2

2
1 ρ

=                                             

BV

FC L
L

2

2
1 ρ

=                                              

22

2
1 BV

FC M
M

ρ
=                                              

 
ここで， DC ：抗力係数 ， LC ：揚力係数 ， MC ：空力モーメント係数 

FD：抗力，FL：揚力，FM：空力モーメント 

V：風速， B：模型幅，D：模型高，l：模型長，ρ：空気密度 

 

 

･･･････････ (4.1) 

 

･･･････････ (4.2) 

 

･･･････････ (4.3) 
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図-4.3 各空気力と迎角の関係 

 

4.1.3 実験諸元 

静的空気力測定実験における実験ケースを表-4.2 に示す．実験気流および剥離干渉角θは，たわみ

1 自由度応答実験と同条件とする．実験風速は 5～9m/s の範囲で変化させて模型が共振しない風速と

し，迎角αを－13°～+13°の範囲において 1°間隔で測定を行った． 

 

表-4.2  静的空気力測定実験諸元 
実験種類 静的空気力測定 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流 （乱れ強さ 1%以下） 

実験風速  V 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

5～9 m/s 
16500～30000 

迎角 α －13°～+13° （1°間隔） 
剥離干渉角  θ 15°，20°，25°，30°，35°，40° 

サンプリング周波数，データ数 400Hz，32768 個 

 

4.2 実験結果および考察 

4.2.1 静的空気力特性 

抗力・揚力・空力モーメントの各空気力係数と迎角の関係を図-4.4～図-4.6 に示す． 

(1) 抗力係数 CD 
正方形断面柱である基本断面柱では，迎角α=0°において CD=2.30 となっており，既往の結果 6),7)

とほぼ同じ値となっている．これに対して，θ=40°では CD=2.46 と増加しており，θ≦35°の範囲で

はθが小さくなるに従って CDは減少している．θ=20°では CD=1.51 となっており，正方形断面柱に

比べて 66%まで抗力が減少している．なお，抗力係数の算出には式(4.2)に示すように鉛直板の有無に

関係なく基本断面柱の高さ D で無次元化を行っているため，鉛直板の高さを含めて無次元化した場

合には，さらに CDは低減することになる．また，迎角との関係に着目すると，CDが上に凸となる迎

角の範囲が，θの減少に伴って狭まる傾向を示している． 

(2) 揚力係数 CL 

基本断面柱では，測定迎角範囲（α=－13°～+13°）における揚力勾配 dCL/dαは全て負勾配になっ

ている．鉛直板を設置した場合には，θ=15°については迎角α=0°付近の dCL/dαは基本断面柱と同様

B 

WIND α

FL 
FD 

FM 
D 
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に負勾配になっているが，θ=20°～40°の範囲については全て正勾配に変化している．さらに，迎角

α=0°における dCL/dαの正勾配の傾きに着目すると，θ=20°～30°の範囲ではほぼ同じ傾きとなって

いるが，θ=35°，40°では傾きは小さくなっている．また，dCL/dαが正勾配となる迎角の範囲は，θ

が増加するに従って広がっている． 

(3) 空力モーメント係数 CM  

基本断面柱に比べて，応答実験において剥離干渉法が有効に機能したθの場合の方がモーメント勾

配 dCM/dαの傾きが大きくなる傾向を示している．  

なお，剥離干渉法が有効に機能している場合の各空気力特性は，辺長比を大きくした場合の空力特

性（図-2.1 参照）と類似した傾向を示している． 

 

 

4.2.2 準定常理論によるギャロッピングの判定 

上述した抗力係数CDおよび揚力係数CLの結果を用いて，第２章で示したDen Hartogの判別式（式

(2.1)参照）によるギャロッピング発生の判定を行う．準定常理論によれば，この式を満足する場合に

ギャロッピングが発生することが知られている9)． 

迎角α=0°における式(2.1)の左辺についてまとめたものを図-4.7に示す．これより，α=0°において

正方形断面柱およびθ=15°では負値となっており，ギャロッピングは発生するが，θ≧20°の範囲で

は正値となり，ギャロッピングは発生しないことを示しており，応答実験の結果（図-3.7(a)参照）と

整合する． 

 また，θ≧20°の範囲については，θ=20°～30°における値はθ=35°～40°と比べて，相対的に大き

な正値となっており，ギャロッピングに対して，より安定な特性を示していると判断できる． 

第３章で示した応答特性の結果と合わせて考えると，剥離干渉法が空力弾性振動の抑制に対して有

効に機能する剥離干渉角θは20°～30°と考えることができ，以後，有効な剥離干渉角をθ=20°～30°

と定義することとする． 

 

 以上のことから，剥離干渉法が有効に機能している場合には，抗力は大きく減少する効果を発揮 

する．また，揚力勾配も負勾配から正勾配に変化することでギャロッピングを抑制する空気力特性と

なっている． 
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図-4.4 抗力係数特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 揚力係数特性 
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図-4.6 空力モーメント係数特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.7 Den Hartogの判別式による判定結果（迎角α=0°） 
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第５章  

剥離干渉法を適用した場合の表面圧力分布特性 
 
本章では，応答実験と静的空気力測定実験から得られた結果を踏まえて，静止状態および応答実験

時に発生した振動現象を対象とした強制加振状態において表面圧力測定実験を実施し，得られた模型

表面に作用する圧力分布特性から，断面柱の各部位に作用する圧力分布特性と剥離干渉角との関係に

ついて検討する． 

 

5.1 供試模型およびパラメーター 

供試模型は，写真-5.1に示すような表面圧力測定実験およびPIV実験用の専用模型を用いた．模型

は応答実験および静的空気力測定実験で用いたものと同寸法の断面としており，レイノルズ数Re

（=VD/ν，ν：空気の動粘性係数）の違いによる影響が現れないように配慮している． 

模型には，圧力測定のために模型のスパン方向長さl=900mmの中央位置の断面まわりに内径1mm

の圧力測定孔を設けている（写真-5.2参照）．圧力測定孔の位置は図-5.1に示すように各辺に11点（圧

力孔間隔5mm，隅角部付近は2.5mmピッチ），鉛直板部には頂部・風上面・風下面に各1点ずつ，計50

点を配置している．また，剥離干渉に関するパラメーターは，応答実験および静的空気力測定実験と

同一とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5.1 供試模型（B/D=1断面柱，表面圧力・PIV実験用） 
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写真-5.2  圧力測定孔 

図-5.1 風圧測定孔位置（B/D=1断面柱）  

 

 

5.2 風洞装置 

表面圧力測定実験およびPIV実験は，鹿島建設技術研究所付属の可視化風洞 （測定断面 高さ1.2m

×幅 2.0m）を用いて実施した．風洞の概観図を図-5.2，諸元表を表-5.1 に示す． 

写真-5.3 に示すように，風洞内には強制加振装置を導入するために縮流部を設置して，本研究用の

測定断面（高さ 1.2m×幅 0.9m）を形成する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.2 可視化風洞（鹿島建設技術研究所付属） 
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表-5.1 風洞諸元（可視化風洞） 
形  式 
全  長 
測 定 胴 

 
縮 流 比 

垂直密閉回流型，垂直開放型（ダンパー使用時） 
全長：26.5 m 
幅：2.0m，高さ：1.2m，長さ：14.6m 
（本研究では縮流部導入により測定断面は，幅：0.9m，高さ：1.8m） 

5.0 
風速範囲 
風速分布 
乱れ強さ 

0.5 ～ 20.0m/sec 
± 2.0%以内 
1.0%以内 

送 風 機 
直  径 
最大風量 
電 動 機 

軸流送風機 
2.22m 
2,880m3/min，590Pa ( 60mmAq ) 
直流電動機 55kW，647rpm 

付属装置 主ターンテーブル（境界層流実験用,直径 1.6m，密閉装置付） 
外装型トラバース（4 軸制御） 
レーザーライトシート発振器 
2 次元実験装置（強制加振・バネ支持・三分力測定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5.3 風洞内状況（風下側から望む．測定断面：高さ1.2m，幅0.9m） 
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5.3 表面圧力測定実験概要 

5.3.1 計測システム 

写真-5.4に表面圧力測定に用いた多点風圧測定システム，図-5.3に計測システム，表-5.2に実験で使

用した計測機器仕様一覧を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5.4 多点風圧測定システム（センサー・アンプ部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.3 計測システム 

 

表-5.2 使用計測器一覧表 
機 器 名 台数 型 番 メーカー 
多点圧力計 2 ZOC23B/8Px MUXLESS Scanivalve Corporation 
基準差圧計 

（多点圧力測定用） 
1 Type 398 差圧計 MKS Baratoron 

圧力センサー用 
フィルターアンプ 

1 PREBOX-2100 システムデザインサービス 

AD 変換装置 1 DASBOX システムデザインサービス 
気圧計 1 円筒振動式気圧計 F-451-10 横河ウェザック 
温度計 1 TP2027 デジタル温度計 芝浦電子 

強制加振装置 1 － マイクロダイナミックス 

 
圧力 

計測制御装置 AD 変換 

計測用コンピュータ

ピトー管 

流速 

差圧計 
風圧センサー 
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風圧計校正装置 

気流温度 気圧 

温度計 気圧計 

解析処理等 

入力データ 

強制振動 
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 本検討では，多点風圧測定システムと強制加振装置（写真-5.5，写真-5.6参照）を併用することで，

強制振動状態における表面圧力測定を行った．表-5.3に強制加振装置の性能諸元を示す． 

 

表-5.3  強制加振装置性能諸元 

加振方向 2自由度（たわみ・ねじれ） 

加振振動数 0～10.0Hz（たわみ・ねじれ） 

加振振幅（片振幅）
0～50mm（たわみ） 
0～15deg.（ねじれ） 

加振モード 正弦波 

※ 加振可能振幅は，加振振動数に依存する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5.5 強制加振装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（模型支持部を利用して圧力チューブをセンサーに接続） 

写真-5.6 風圧センサー設置状況 

圧力チューブ

圧力センサー 

強制加振装置 

模型支持部 
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5.3.2 圧力係数の定義 

測定された風圧力は，実験風速時における基準速度圧 q によって無次元化して，平均圧力係数 pC

と変動圧力係数 pC~ として求める． 

平均圧力係数 pC は，測定された平均値成分を含む圧力の時系列データの時間平均値からピトー管

の静圧を差し引いて，それを基準速度圧で除して無次元化したものであり，以下の式(5.1)で示される

ものである．変動圧力係数 pC~ は，測定された圧力変動成分の時系列データの R.M.S.値を基準速度圧

で除して無次元化したものであり，以下の式(5.2)で示される． 

      
( )
q

PP
npC

si∑ −
=

1

    

( )
q

PP
npC

si∑ −
=

21
~

   

ここで， iP ：圧力の時系列データ， sP ：風洞内静圧 

q ：基準速度圧， n：データ数 

 

5.3.3 実験諸元 

表面圧力測定実験における実験諸元を表-5.4 に示す．実験気流，迎角α，剥離干渉角θについては，

たわみ 1 自由度応答実験と同条件とした．模型静止状態と強制振動状態において，静止状態では実験

風速 V0を 9m/s，強制振動状態では加振振動数を応答実験におけるたわみ固有振動数 fhと同じ 7.4Hz，

加振振幅を 2A0/D=0.2 と設定して，V=1～14.8m/s の風速範囲において 0.2m/s 間隔で測定を行った．  

 

 

表-5.4  表面圧力測定実験諸元 
実験種類 表面圧力測定 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流 （乱れ強さ 1%以下） 
模型状況 静止 強制振動 

実験風速  V0 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

9m/s 
30000 

1～14.8m/s  
3333～49333 

迎角 α 0° 
剥離干渉角  θ 15°，20°，25°，30°，35°，40° 
強制加振振動数 
強制加振振幅 － fh=7.4Hz 

2A0/D=0.2 

サンプリング周波数，データ数 400Hz，32768 個 
（※ 位相平均処理した場合には，約 600 個のデータを用いて算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

･･･････････ (5.1) 

 
 

･･･････････ (5.2) 
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5.4 実験結果および考察 

5.4.1 静止状態における表面圧力分布特性 

基本断面柱まわりの平均圧力係数 pC の分布を図-5.4 に，変動圧力係数 pC~ の分布を図-5.5 に示す．

なお，図中の矢印は剥離干渉角θ別の鉛直板の設置位置を示している． 

(1) 抗力に寄与する圧力分布特性 

断面柱の前面においては，平均圧力係数 pC は鉛直板の有無や設置位置による大きな変化は見られ

ない．変動圧力係数 pC~ は隅角部に近づくにつれて，鉛直板を設置した場合には基本断面柱に比べて

変動が小さくなる傾向を示す． 

断面柱の背面においては，全ての断面柱において，背面の pC はほぼ一様な分布を示す．背面中心

位置における圧力（以下，背圧とする）に着目すると，基本断面柱では pC =－1.55となっているのに

対し，θ=40°の場合のみ pC =－1.58と，基本断面柱より負圧が大きくなるが，θ≦35°の範囲では基

本断面柱より負圧は回復しており，θの減少に伴って負圧が回復する傾向を示す．また， pC~ につい

ては，鉛直板を設置したケースにおいてはθの減少に伴って変動が小さくなる傾向を示す． 

次に，鉛直板部分に作用する圧力分布に着目する．各θにおける上面側の鉛直板の風上面および風

下面に設けた測定点における pC および鉛直板に作用する平均抗力係数 fC の分布を図-5.6に示す．こ

こで， fC は式(5.3)に示すように鉛直板部の風上側測定点Bと風下側測定点Cにおいて測定された時系

列圧力値の差の平均値と定義し，主流風軸方向を正とする． 

meanCBf ppC )( )()( −=                           

ここで， )(Bp ：測定点B（前面側）における測定風圧と静圧との差圧 

)(Cp ：測定点C（背面側）における測定風圧と静圧との差圧 

鉛直板に作用する平均圧力係数 pC については，鉛直板の風上面では，θ=25°において最も大きな

負圧を示し，風下面ではθの増加に伴って負圧が大きくなる傾向を示している．鉛直板に作用する平

均抗力係数 fC については，θ=40°では fC =0.25と抗力が増加する方向の力が働いているが，θ≦35°

の範囲では fC は負値となり，抗力を減少させる方向の力が働いている．さらに有効な剥離干渉角（θ

=20°～30°）では fC ≦－0.5となっており，より大きな抗力を減少させる方向の力が発生している． 

ここで，基本断面柱と鉛直板部において測定した圧力から，基本断面柱における抗力に対する各剥

離干渉角における抗力の比についてまとめたものを図-5.7に示す．これより，有効な剥離干渉角（θ

=20°～30°）における断面全体での抗力減少率は16～34%であるが，そのうち鉛直板部における減少

率は9～15%を占めており，鉛直板部に作用する力が断面全体の抗力減少に大きく寄与している． 

 (2) 揚力に寄与する圧力分布特性 

断面柱の側面における平均圧力係数 pC については，基本断面柱では pC =－1.65～－1.76でほぼ一

様な分布となっているのに対し，鉛直板を設置した場合には，鉛直板の前後で特徴的な圧力分布を示

す．有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）では，鉛直板の風上側において大きな負圧が発生し，風下側

で圧力が回復する傾向を示している．鉛直板の風上側で発生する負圧の最大値はθ=20°および25°に

おいて pC =－2.1程度となっている．また，剥離干渉法が有効に機能していないθ=40°では，鉛直板

･･･････････ (5.3) 
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の風下側で負圧が大きくなるような逆の圧力分布の傾向を示している． 

変動圧力係数 pC~ については，鉛直板を設置したケースにおいては鉛直板の風上側で小さく，風下

側で大きくなっている．さらにθの減少に伴って全体的な変動は小さくなる傾向を示している． 

側面における pC~ は，完全剥離型断面では後流渦による励振力の寄与と関連づけることができ22)，

有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）においては，後流渦の励振力の寄与が小さくなっていると考えら

れる． 

また，側面上の鉛直板の風下側において pC の負圧が回復し， pC~ が増加する圧力分布の傾向は，

辺長比が大きな断面柱において流れが再付着した場合の圧力分布の傾向と類似している7)． 

 

以上のことから，有効な剥離干渉角においては，断面柱背面における負圧が回復し，さらに鉛直板

部分に抗力を減少させる力が発生することによって断面全体に作用する抗力が大きく減少している

ことが明らかとなった．また，側面においても，有効な剥離干渉角においては鉛直板の風上側に大き

な負圧が発生し，鉛直板の風下側では負圧が回復する特徴的な圧力分布となっている．  
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(a) 前面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 側面（上面側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 背面 

図-5.4 表面圧力分布（平均圧力係数 pC ，静止時） 
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※ ↓矢印が鉛直板設置位置



 46

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

(a) 前面 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 側面（上面側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 背面 

図-5.5 表面圧力分布（変動圧力係数 pC~ ，静止時） 
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図-5.6 鉛直板に作用する力（平均圧力係数 pC ・平均抗力係数 fC ，静止時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.7 基本断面柱に対する剥離干渉角別の抗力比および鉛直板部の寄与率 
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5.4.2 強制加振状態における表面圧力分布特性 

 強制加振時の表面圧力測定結果から，剥離干渉法を適用した場合に発生する渦励振（および限定振

動）発生風速領域と基本断面柱においてギャロッピングが発生する風速領域に着目して，剥離干渉法

による圧力分布特性について検討する．以下に述べる考察は，測定されたデータから，図-5.8に示す

強制加振1周期の中で，下向きの速度および相対迎角が最大となるゼロクロス点（位相φ=180°）およ

び下向きの変位最大で速度がゼロとなる点（位相φ=270°）において位相平均処理した結果を用いる． 

 

(1) 渦励振域における圧力分布特性 

 有効な剥離干渉角であるθ=20°，30°と大きな限定振動が発生しているθ=40°について，限定振動

の発生風速（図-5.9 参照）における位相φ=180°の表面圧力分布を図-5.10 に示す．図中の○が平均圧

力係数 pC ，●が上下面の測定点での平均圧力係数の差より得られた平均揚力係数 *pC を示している． 

 これより，断面柱の側面に作用する力に着目すると，下向き最大速度の状態（位相φ=180°）にお

いて，θ=20°および 30°では，鉛直板の風上側では減衰力（上向き），風下側で励振力（下向き）が

働いている．一方，θ=40°では，Vr=6.5 時での圧力分布はθ=20°および 30°と同様の傾向を示してい

るが，カルマン型渦励振と異なる限定振動が発生している Vr=8.7 時では鉛直板の風上側を含めて側

面全体において励振力（下向き）が働いている状態になっている．このとき上面の鉛直板風上側にお

いて負圧が回復し，下面の鉛直板風下側で大きな負圧が発生する圧力分布となっており，カルマン型

渦励振発生時とは異なる圧力分布特性を示している．  

 

(2) ギャロッピング域における圧力分布特性 

応答実験より，θ=20°～40°では高風速域におけるギャロッピングの発生が抑制されている（図

-3.7(a)参照）．ここで基本断面柱とギャロッピングが抑制されているθ=30°，40°について，換算風速

Vr=24 における位相φ=180°および 270°の表面圧力分布を図-5.11～図-5.12 に示す． 

これより，φ=180°における側面に作用する *pC （図中●）に着目すると，基本断面柱では側面全

体には励振力（下向き）が働いているのに対して，θ=30°および 40°では，鉛直板の風上側では減衰

力（上向き）が働いている．さらに，風下側においては振動に寄与するような力は発生していない．

また，φ=270°においては側面全体で振動に寄与するような力は発生していない．つまり，1 周期の

中で鉛直板の風下側には常に振動に寄与する力は働いておらず，鉛直板の風上側に作用する減衰力に

よって振動が抑制されていると考えられる． 

ここで，鉛直板の風上側の上下面の pC （図中○）に着目すると，θ=30°では上面側に大きな負圧

が働くことによって減衰力が発生しているが，θ=40°では下面側の負圧が回復することで減衰力が発

生しており，鉛直板の風上側で生じている現象が両者で異なっている． 

 

以上の結果から，剥離干渉法を適用した場合に発生するカルマン型渦励振は，鉛直板の風下側にお

いて作用する励起力が鉛直板の風上側に発生する減衰力を上回ることによって発生していると考え

られる．また，ギャロッピングに対しては 2 次剥離点である鉛直板の風下側の側面において振動に寄

与する力が発生しておらず，鉛直板の風上側において発生する負圧による減衰力によって振動が抑制

されていることが明らかとなった． 
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図-5.8 強制加振状態で検討する位相 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.9 強制加振状態で検討する渦励振時の応答 
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(a) θ=20°，Vr=5.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=6.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=6.5                            (d) θ=40°，Vr=8.7 

 

図-5.10  渦励振域における下向き速度最大時の圧力分布（φ=180°） 
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(a) Basic，Vr=24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=24 

 

図-5.11  ギャロッピング域における下向き速度最大時の圧力分布（Vr=24，φ=180°） 
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(a) Basic，Vr=24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=24 

 

図-5.12 ギャロッピング域における下向き変位最大時の圧力分布（Vr=24，φ=270°） 
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第６章  

剥離干渉法を適用した場合の周辺流れ場特性 
 
本章では，表面圧力測定実験で検討した静止状態および振動状態を再現した強制加振状態において，

PIV（Particle Image Velocimetry）実験による周辺流れ場の測定を行い，剥離干渉法を適用した場合の

断面柱周りおよび剥離点付近における剥離せん断層などの流れ場の詳細な挙動について検討する． 

 なお，本検討では，表面圧力測定実験と同様の供試模型および風洞装置を用いた（5.1 節，5.2 節参

照）． 

 

6.1 PIV（Particle Image Velocimetry）実験概要 

6.1.1 計測システム 

図-6.1にPIVシステム，図-6.2に計測システム，表-6.1に実験で使用した計測機器仕様一覧を示す． 

PIVシステムは，風の流れに混入させたトレーサー粒子に向けて，2台のレーザー発振器からレー

ザーライトシートを非常に短い間隔で2回照射し，高解像度CCDカメラで撮影する。得られた2枚の

画像を1組として，画像間の相互相関を解析してトレーサー粒子の移動量と進行方向を計算すること

により，空間場の数千点に及ぶ瞬間時の風向･風速を求めることが出来る技術である（図-6.1参照）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1 PIVシステム概要 

 

レーザー発振器（２台） 
Laser illumination devices  

(2 units) 

レーザー照射ヘッド 
Laser illumination head 

反射ミラー 
Reflection mirror 

４軸トラバース装置 
4-axes traversing device 

移動式２軸トラバース装置 
Movable 2-axes traversing device 

高解像度 CCD カメラ 
High resolution CCD camera 

画像データ計測・解析装置 
System for acquiring 

and processing image data 

模型 
Model 

風洞 
Wind tunnel 

 
レーザーライトシート

Laser light sheet 
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図-6.2 計測システム 

 

表-6.1 使用計測器一覧表 
機 器 名 台数 型番（仕様） メーカー 

解析ソフトウェア 1 Flow Manager DANTEC 
レーザー照射装置 1 120mJ，15Hz ダブルパルス YAG レーザー Newwave 

CCD カメラ 1 Ｆｌｏｗsense, 8bit，1600×1186pixel， 
30fps クロスコリレーションカメラ 

DANTEC 

トレーサー発生装置 1 PivPart40 西華産業 

トラバース装置 1 レーザー用：4 軸制御 
カメラ用：2 軸制御 風技術センター 

強制加振装置 1 － マイクロダイナミックス 

 

 

6.1.2  PIV による流速場の測定手法の原理 27),28) 

PIV の実験装置はいくつかのサブシステムからなる．流れに微細なトレーサー粒子が加えられ，流

れの断面が，レーザー光シートにより⊿t だけ時間間隔をおいて，2 回照明される．（パルス間の時間

間隔は平均流速および，画像の撮影倍率に依存する．）トレーサー粒子は 2 回の照明間に，局所流速

に従って移動すると仮定される．トレーサー粒子からの散乱光は，高解像度 CCD カメラによって撮

影され，計算機のメモリに実時間で蓄えられる．数値化された PIV 画像は，処理のため“検査領域”

と呼ばれる小さな領域に分割される．第 1 と第 2 の照明によるトレーサー粒子像の局所変位ベクトル

は，各検査領域についての統計的手法（相互相関）により求められる．検査領域内すべての粒子は，

2 回の照明の間一様に動くものと仮定される．局所流速ベクトルの光シート面内成分，すなわち 2 成

分のベクトルが，2 照明間の時間差と画像の倍率を考慮して求められる．このプロセスが，PIV 画像

の全ての検査領域について繰り返される．こうして，流れ場の風速ベクトルが求められる． 

 以下に，本検討の画像処理に用いた FFT 解析による相互相関解析について述べる． 

 

(1) PIV 基本原理 

 PIV 画像処理において，粒子の移動量を求める場合は，統計的に局所パターンの一致を探す．図-6.3

に測定で得られた 2 枚の画像間のトレーサー粒子の移動のイメージ図を示す． 

 

 
画像 

計測制御装置
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流速 
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温度計 気圧計 

画像解析処理等

入力データ

強制振動 
強制加振器 

計測用コンピュータ

レーザー発振器 
CCD カメラ 

トレーサー発生装置

計測・解析装置
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図-6.3 2 枚の画像間のトレーサー粒子の移動 

 

 図-6.3 において，画像の大きさが 1 つの検索領域（search region）を表しているものとする．また，

画像 1 枚目と画像 2 枚目は⊿t だけ時間間隔をおいて撮影されているとする．この 2 枚の画像を比較

すると，四角枠で囲まれた部分において粒子が同じパターンで移動していることがわかる．そして，

この局所パターンの移動量からその検索領域でのベクトルが求められる．このように検索領域を

pixel で指定し，その領域内で局所パターンの相関を離散相互相関法が用いて求めることでベクトル

を求める．以下に，相互相関および離散相互相関の数学的背景について述べる． 

 

(2) 相互相関の数学的背景 

 PIV画像はトレーサー全体を単一露光で記録した2フレーム間の局所的相互相関を取ることにより

処理される．以下に，検査体積内ではすべての粒子変位 D が一定であると仮定する．そこで，時刻 t’=t 

+⊿t における第 2 露光における粒子の位置は，次のように表される． 

⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

+
+
+

=

Ｚ

Ｙ

Ｘ

Ｚ

Ｙ

Ｘ

＝＋

D
D
D

DXX

i

i

i

ii '    

 さらに粒子像の変位が以下のように仮定される． 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

Y

X

MD
MD

d       

 これは透視投影の単純化であり，このような表現は光軸近傍に位置する粒子についてのみ有効であ

る． 

 第 2 露光時の像輝度分布は，次のようになる． 

)()´),´(
1

0 dxxDXVxI jj

N

j
−−+∑=Γ

=
τ（ τ   

ここで， ( )X´0V は第 2 露光における検査体積を表す． 

 

 

検索領域（pixel） 

 
(a) 画像 1 枚目 

 
(a) 画像 2 枚目 

･･･････････ (6.1) 
 
 
 
 

･･･････････ (6.2) 

 
 
 
 

･･･････････ (6.3) 
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図-6.4 時刻 t で記録された輝度分布 I と⊿t 後の t’で記録された輝度分布 I’ 
 

 ここで，同一光シートと窓特性を考慮すれば，2 つの検査領域の相互相関は以下のように書ける． 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) xdsxxxxDXVXV
a

DsR ii
a

ji
ji

ｄττ
ⅠⅠ

Ⅱ −+−−+=Γ ∫∑ 0
,

0
1,,    

 ここで， s は相関面での変位ベクトルである．上式より以下の式が得られる． 

( ) ( ) ( ) ( )dsxxRDXVXDsR jiji
ji

−+−+=Γ ∑ τⅡ 0
,

0V,,     

 不規則に分布する粒子間の相関と，主に相関面でのノイズを表す ji ≠ の項と，求めるべき変位の

情報を含む ji = の項に分離することにより，次式が得られる． 

( ) ( ) ( ) ( )
( ) ))

V,,

0
1

0

00

DXVXVdsR

dsxxRDXVXDsR

ii

N

i

jiji
ji

+−+

−+−+=Γ

∑

∑

=

≠

（（　　　　　　 τ

τⅡ

   

 ここで再び，相関を 3 つの部分に分離すると，次式のようになる． 
( ) ( ) ( ) ( )DsRDsRDsRDsR DFC ,,,,,,,, Γ+Γ+Γ=ΓⅡ    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.5 相互相関におけるピーク成分の構成 27) 

 

( )DsRD ,,Γ は以下の相互相関関数の成分を表す．すなわち，それは第 1 露光から得られる粒子の像

と，第 2 露光から得られる同一の粒子の像（ ji = 項）との相関に相当する． 

( ) ( ) )),, 0
1

0 DXVXVdsRDsDR ii

N

i
D +∑−=Γ

=
（（τ    

ここで，流れの中の与えられた粒子分布について，変位相関ピークは ds = で最大となる．この最

大の位置は平均面内変位を与える．そして，流れ内部の速度の U と V 成分を与える． 

0,0 0,0 
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(3) 離散相互相関 

離散相互相関には，次式が用いられる． 

( ) ( ) ( )yjxiIjiIyxR
K

Ki

L

Lj
++′= ∑ ∑

−= −=
,,,ⅠⅠ    

 I と I ′の変数は画像中の輝度であり， I ′のサイズは I よりも大きい．特に I は， I ′ の周囲をシフト

させてマッチングを行う．あるシフト ( )yx, に対して，重なったピクセルの輝度をすべて考慮し，1

つの相互相関関数 ( )yxR ,ⅠⅠ が得られる．この処理を ),( NyNMxM +≤≤−+≤≤− のシフト範囲で行う

ことによって， )12()12( +×+ NM の大きさの相互相関関数が得られる．相関値は 2 つのパターンの近

さを統計的に示す指標であり，最大の相関値を示すシフト量が粒子画像の移動量として用いられる． 

 

 上述した相関の求め方は，FFT 解析の基礎となる考え方である．以降に，この計算を効率化した

FFT 解析について述べる． 

 

(4) 効率化した相互相関処理 

 式(6.9)を用いた直接相互相関の代わりに，相関理論を用い，フーリエ変換の複素共役積をとり，相

関係数を求めることが行われる． 
*ˆˆ IIR ′⋅⇔ⅠⅠ    

ここで， Î と I ′ˆ は，それぞれ， I と I ′のフーリエ変換である．式(6.9)で表される膨大な 2 次元直接

相関処理は，2 次元 FFT 解析によるフーリエ係数の複素共役積に効率化できる．これをさらに，逆フ

ーリエ解析することで，入力と同じ大きさ N×N の自己相関関数が得られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.6 FFT を用いた相互相関処理 

 

(5) FFT 解析のまとめ 

 直接相関（式(6.9)）は，規格化されていないので同じ適合度合いでも相関値が異なる場合がある．

例えば，数の多い（または明るい）粒子画像の場合は数の少ない（または暗い）粒子画像よりも相関

値が大きくなる．このことから，複数の領域における相関量を比べることの意味が無くなる．よって，

2 画像間の相関の度合いを定量化することが有効である．相互相関係数は，相互相関値を適切に規格

化することにより以下のように得られる． 

実数－複素数 
FFT 

位置( i,j )における 
画像サンプリング 

 
( i,j ) 

( i,j ) 

第 1 画像 

相互相関 
位置( i,j )における 
画像サンプリング 

 

第 2 画像 

実数－複素数 
FFT 

複素数－複素数 
FFT 

 複素共役積 

 
 
 
 
 
 
････････････ (6.9) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
････････････ (6.10) 
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( ) ( )
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 ここで， 

( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]∑ ∑ ′−++′−=
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 Iμ は検査領域の平均値であり 1 回だけ計算すれば良い．一方 ( )yx,Ⅰ′μ は，点 ( )yx, における I ′の係

数の平均値であり，各点ごとに計算する必要がある．以下に，解析の手順を示す． 

 

  ステップ 1 ： 対象点の画像を取り出し，平均値と標準偏差を求める． 

  ステップ 2 ： 各画像から平均値を減算する． 

  ステップ 3 ： 図-6.5 に従い，2 次元 FFT により相互相関値を求める． 

ステップ 4 ： 相関値を元画像の標準偏差によって割る．この値は， 11 ≤≤− ⅠⅠc の範囲に入り，

規格化される． 

  ステップ 5 ： FFT 相互相関に起因する誤差を考慮に入れながら，相関値のピークを探査する． 

 

 

6.1.3 実験諸元 

PIV 実験における実験ケースを表-6.2 に示す． 

実験気流，迎角α，剥離干渉角θおよび加振振動数・加振振幅の設定条件については，表面圧力測

定実験と同一とする．  

取得する画像データ数については，既往の研究例 29）により，1000 組以上のデータを用いることで，

平均および変動の統計値として十分安定した結果を得ることができることが示されていることから，

本検討ではデータ取得数を 1500 組と設定した． 

強制振動状態での撮影においては，模型下面側領域にはレーザー光で生じる模型の陰が生じ，デー

タの精度に問題があると判断し，位相φ=180°に対してφ=0°での撮影で得られた模型上面側領域

のデータをφ=180°の補完データとして用いることとした（図-6.7 参照）． 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
････････････ (6.11) 
 
 
 
 
････････････ (6.12) 
 
 
････････････ (6.13) 
 
 
････････････ (6.14) 
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表-6.2  各種実験諸元（PIV 実験） 
実験種類 PIV 実験 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流 （乱れ強さ 1%以下） 
模型状況 静止 強制振動 

実験風速  V0，Vr 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

V0=9m/s 
30000 

Vr = 5.4（θ=20°）， 
6.5（θ=30°）, 
8.7（θ=40°）， 

Vr = 24 （θ=20°，30°，40°）
迎角 α 0° 

剥離干渉角  θ 15°，20°，25°，30°，35°，40° 20°， 30°，40° 
加振振動数 
加振振幅 － fh=7.4Hz 

2A0/D=0.2 
撮影位相 φ － 0°，180° 

サンプリング周波数，データ数 15Hz，1500 組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.7 強制振動時に画像取得する位相 
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6.2 実験結果および考察 

6.2.1 静止状態における周辺の流れ場特性 
 静止状態における剥離干渉角別の周辺流れ場特性について，断面柱の側面上および後流域の流れ場

に着目して検討する． 
 
(1)  側面上での流れ場 
側面の上面側に着目して，実験風速V0(=9m/s)に対する風速比が1.0以上となる増速領域の等風速線

図を図-6.8に，流速ベクトル図を図-6.9に示す．これより，基本断面柱では前縁隅角部で生じた剥離

の影響によって風速比1.55程度の増速領域が発生しているのに対し，θ≦30°では基本断面柱よりも

高い増速領域（風速比1.6以上）が発生している．また，最大増速領域の発生位置についても，θ≦

30°の範囲では鉛直板の風上側（1次剥離点と2次剥離点との間）で発生しているのに対し，θ≧35°

の範囲では鉛直板の風下側で発生している．また，流速ベクトル図より，鉛直板を設置することによ

って鉛直板の風上側には定常的な循環流が発生している．有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）での剥

離流の増速位置は循環流の発生位置と概ね一致している．このことから，表面圧力測定実験で確認さ

れた鉛直板の風上面に生じる大きな負圧はこの循環流によるものであると考えられる． 

ここで，鉛直板の風上側に発生する循環流に着目する．水平および鉛直方向の風速が0となる位置

を循環流の中心とし，各剥離干渉角θにおける循環流の中心位置での実験風速V0に対する水平成分風

速比の鉛直分布を図-6.10に，循環流の上下部における最大風速比の差を図-6.11に示す．また，循環

流中心と断面柱側面との間の逆流発生領域に着目し，循環流中心からの距離Y1を断面高さDで無次元

化したY1/Dと水平成分風速比についてまとめたものを図-6.12に示す．ここで循環流中心から同じ距離

において風速が大きい場合には，強い循環が存在しているとみなすことができる． 

これらより，有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）においては循環流の上下部分で大きな風速差が発

生しており，強い循環となっていることを示している．θ=15°においても大きな風速差が発生してい

るが，θ=15°では正側の最大風速が発生している位置が断面柱側面から遠い位置で発生しており，図

-6.12からも強い循環が発生しているとは言えない． 

 次に，循環流による剥離境界層の挙動に着目する．断面柱側面から実験風速以上となる位置までの

鉛直方向距離を剥離境界層の厚さと定義し，循環流の水平中心位置における剥離境界層厚と同位置に

おける基本断面柱での剥離境界層の厚さとを比較したものを図-6.13に示す．これより，有効な剥離

干渉角（θ=20°～30°）では，剥離境界層の厚さが基本断面柱の場合よりも狭くなっており，剥離流

が模型側面に近づいていることを示している． 

さらに前縁隅角部上および鉛直板上での気流傾斜角についてまとめたものを図-6.14に示す．これ

より，前縁隅角部上では，各θでほぼ同じ角度で剥離流が発生しているが，鉛直板上においては，θ

≦30°で図-6.14(b)に示すように鉛直板の端部（Y/D=0.7）付近で剥離流の角度が小さくなる傾向を示し

ており，有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）では鉛直板付近で剥離が抑えられるような流れになって

いる．なお，θ=15°においても気流傾斜角は負となっているが，図-6.9(h)に示すように鉛直板の風

上側で発生する循環流の巻き込みが2次剥離点を越えて鉛直板の風下側まで及んでいるために負の気

流傾斜角となったものであり，剥離流が有効に2次剥離点に干渉するような流れとはなっていないと

考えられる． 

また，θ≧35°では鉛直板端部付近で気流傾斜角度が大きくなる傾向を示している．前述した増速

領域の発生状況（図-6.8(f)および図-6.8(g)参照）と併せて考えると，参考文献4)や15)で述べられてい
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るように1次剥離点から発生した剥離せん断層は2次剥離点と干渉せずに鉛直板の側面に一度衝突し

た後に，2次剥離点から再剥離が生じていると考えられる． 

 

(2)  後流域での流れ場 

断面柱の後流域において逆流発生領域の水平成分風速の等風速線図を図-6.15に，後流域での流速

ベクトル図を図-6.16に示す．ここで，後流よどみ点を水平成分風速が0となる点，後流で発生する1

次渦の中心位置を水平および鉛直方向の風速が0となる位置と定義し，剥離干渉角θによる後流よど

み点位置の水平方向変化についてまとめたものを図-6.17に，1次渦中心から断面柱背面との間に着目

して，1次渦の中心からの距離X1 /Dと実験風速V0に対する鉛直成分の風速比の関係についてまとめた

ものを図-6.18に示す．  

 図-6.17より，鉛直板を設置した場合には基本断面柱に比べて後流よどみ点は下流側に移動してお

り，後流域が広がるが，その中で有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）では後流よどみ点は断面柱背面

に近づき，後流域が狭くなる傾向を示している．また，図-6.18より，有効な剥離干渉角では，大き

な限定振動が発生したθ=40°に比べて後流渦の渦中心付近での風速勾配が小さく，渦の巻き込み強さ

が弱くなっている．また，後流渦の鉛直成分風速比の最大値も小さくなっている． 

これらの結果は，5.4.1(2)項に示した側面における変動圧力係数の変化に対する考察と合致してお

り，有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）では，後流で発生する後流渦による励振力が小さくなってい

ることが明らかとなった． 

 

以上の結果より，剥離干渉法が有効に機能する剥離干渉角θでは，鉛直板の風上側に発生する循環

流による負圧によって剥離流が引き寄せられ，増速される．さらに2次剥離点と沿うように干渉した

後，剥離が抑えられる（断面柱側面に平行に近くなる）ように流下し，断面柱後流において励振力の

小さな後流渦が生成していることが明らかとなった． 
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(c) θ=20° (g) θ=40° 
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増速比：Acceleration ratio 

(d) θ=25°  
 
図-6.8 側面上における等平均風速線図（実験風速 V0=9m/s に対する増速比，静止時，迎角α=0°） 
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(d) θ=25° (h) θ=15°（2次剥離点付近） 
 

図-6.9 側面上での流速ベクトル（静止時，迎角α=0°） 
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図-6.10 循環流中心位置での水平成分風速比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.11 循環流中心位置での上下の最大風速比の差 
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図-6.12 循環流中心付近での水平成分風速比の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.13 剥離境界層厚の比較 
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(a) 前縁隅角部上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直板上 

 

図-6.14 剥離流の気流傾斜角の変化（静止時，迎角α=0°） 
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風速比：Velocity ratio 

(d) θ=25°  
 
図-6.15 後流域における等平均風速線図（水平成分風速が負となる逆流域，静止時，迎角α=0°） 
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(d) θ=25°  
 

図-6.16 後流域における流速ベクトル（静止時，迎角α=0°） 
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図-6.17 後流よどみ点位置の比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.18 後流 1 次渦中心付近での鉛直成分風速比の比較 
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6.2.2 強制振動状態における周辺の流れ場特性 

 第５章で述べた強制振動状態における圧力分布特性に対応する周辺流れ場について検討し．B/D=1

断面柱において発生する渦励振およびギャロッピングに対する剥離干渉法の作用および効果につい

て検討する． 

 

(1) 渦励振域における周辺流れ場特性 

 有効な剥離干渉角であるθ=20°（Vr=5.4 時），30°（Vr=6.5 時）と 2 つの限定振動が発生しているθ

=40°（Vr=8.7 時）について，限定振動の発生風速（図-5.8 参照）における位相φ=180°の実験風速に

対する平均風速比，ベクトル分布および渦度分布を図-6.19～図-6.21 に示す． 

平均風速比分布およびベクトル図より，断面柱背面の後流域において全てのケースでカルマン渦が

発生している．また，渦度分布において Y/D 軸上で渦度が大きくなる部分を剥離せん断層の位置と

みなした場合，20° →30° →40°の順で下面側における剥離せん断層の断面柱背面への巻き込みが顕

著となっており，下面側の鉛直板風下側において風速増加領域が発生している．これは，断面柱後流

に発生するカルマン渦によって剥離せん断層が断面柱背面に沿って巻き込むような流れを形成し，鉛

直板の風下側の流れが増速することによって大きな負圧が発生し，励振する力が働いていると考えら

れる．また，図-6.22 に示すように上面側の剥離点間に着目すると，有効な剥離干渉角であるθ=20°

および 30°の上面の鉛直板風上側において循環流が発生している．表面圧力分布の結果（図-5.9 参照）

と合わせて考えると，有効な剥離干渉角の場合，渦励振発生時においても鉛直板の風上側では循環流

が発生し，これによって発生する負圧によって減衰に寄与する働きをしていると考えられる． 

一方，θ=40°（Vr=8.7 時）では，上面側の剥離点間において循環流は発生しておらず，負圧による

減衰力が機能しないことで鉛直板の風上側においても励振力が発生している．このことから，スプリ

ッタープレートを挿入してカルマン渦の影響を取り除いた状態において発生したθ=40°での限定振

動（図-3.9 参照）は，剥離干渉法が有効に機能しない，つまり剥離点間に循環流が形成されないこと

によって生じている振動であると考えられる． 

 

(2) ギャロッピング域における周辺流れ場特性 

基本断面柱とギャロッピングが抑制されているθ=30°，40°について，換算風速 Vr=24 における実

験風速に対する平均風速比，ベクトル分布および渦度分布を図-6.23～図-6.25 に示す． 

渦度分布において Y/D 軸上で渦度が大きくなる部分を剥離せん断層の位置とみなすと，基本断面

柱では，下面側の剥離せん断層が断面に近づき，上下面の剥離せん断層位置が非対称となっているの

に対し，θ=30°および 40°では剥離せん断層位置は上下面でほぼ対称な配置となっている．また後流

域で発生するよどみ点（図-6.24 中の●印）もほぼ Y/D=0 上に発生している．表面圧力分布の結果（図

-5.10 参照）と合わせて考えると，2 次剥離点である鉛直板より下流側における流れ場は風軸に対し

て上下対称に近くなっていることを示している． 

また，側面における流れに着目して，下面側での最大風速に対する上面側での最大風速の比につい

てまとめたものを図-6.26 に示す．これより，基本断面柱では上面に対して下面での流速増加が大き

くなっているのに対して，θ=30°を含む有効な剥離干渉角では上面側の風速が増加している．さらに

鉛直板の風上側の流れ場に着目すると，図-6.27 に示すように上面側においてはθ=30°および 40°のど

ちらのケースでも循環流が発生しているのに対して，下面側においてはθ=30°では循環流が発生して

いるが，θ=40°では明確な循環流は発生していない．つまりθ=40°での下面側の剥離点間における負
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圧の回復（図-5.10(c)参照）は，循環流の働きが弱まる（なくなる）ことによって生じているものと

考えられる． 

 

以上のことから，有効な剥離干渉角（θ=20°，30°）において発生するカルマン型渦励振について

は，振動発生時においても鉛直板の風上側では減衰力が働いている状態となっていることが明らかに

なった．また，θ=40°において発生した 2 つの山となる限定振動に関しては，有効な剥離干渉角の場

合と同様にカルマン型渦励振が発生した後に，鉛直板の風上側に循環流が発生しなくなることによっ

て減衰力が機能しなくなることで再度振動が発生しているものと考えられる． 

ギャロッピングに対しては，強制的に振動させた状態においても，循環流による剥離流の増速効果

によって剥離干渉後の流れが振動の影響を受けず，迎角α=0°の静止状態に近い流れ場が形成される．

これによって 2 次剥離点より風下側の断面柱には振動に寄与する力が発生しない上に，さらに循環流

発生位置で発生した負圧による減衰力が働くことによってギャロッピングに対する抑制効果を発揮

していることが明らかとなった．さらに高風速域においても，振動時の相対迎角が小さくなることで

静止時の迎角α=0°により近い気流の状態となるために，剥離干渉法の有効性は保持され続けると考

えられる． 
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(a) θ=20°，Vr=5.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=6.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=8.7 

図-6.19 強制振動時の平均風速比分布（渦励振時，下向き速度最大φ=180°） 
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(a) θ=20°，Vr=5.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=6.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=8.7 

図-6.20 強制振動時の流速ベクトル分布（渦励振時，下向き速度最大φ=180°） 
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(a) θ=20°，Vr=5.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=6.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=8.7 

図-6.21 強制振動時の渦度分布（渦励振時，下向き速度最大φ=180°） 
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(a) θ=20°，Vr=5.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30°，Vr=6.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40°，Vr=8.7 

 

図-6.22 渦励振時における上面側の循環流の発生状況（下向き速度最大φ=180°） 
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(a) Basic 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30° 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) θ=40° 

図-6.23 強制振動時の平均風速比分布（Vr=24，下向き速度最大φ=180°） 
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(a) Basic 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(b) θ=30° 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) θ=40° 

図-6.24 強制振動時のベクトル分布（Vr=24，下向き速度最大φ=180°） 
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(a) Basic 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(b) θ=30° 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) θ=40° 

図-6.25 強制振動時の渦度分布（Vr=24，下向き速度最大φ=180°） 
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図-6.26 下面側に対する上面側の最大風速の比（Vr=24，下向き速度最大φ=180°） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 上面側（θ=30°）                         (b) 上面側（θ=40°） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 下面側（θ=30°）                         (d) 下面側（θ=40°） 

 

図-6.27 上下面剥離点間での流速ベクトル（Vr=24，下向き速度最大φ=180°） 
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第７章  

剥離干渉法の実用化に関する諸課題に対する検討 
 
 これまで述べた各種検討から，剥離干渉法のメカニズムについて明らかにしてきたが，剥離干渉法

を実用化するにあたっては，以下の点について明らかにする必要がある． 

  1)  迎角に対する剥離干渉法の有効性 

  2)  風向が風上側と風下側が逆になった場合の剥離干渉法の有効性 

3)  乱流中における剥離干渉法の有効性 

    4)  剥離干渉法の手法の違いによる影響 

本章では，これらの課題について検討を実施し，実用化に向けた剥離干渉法の有効性について述べ

る．また，循環流の周辺流れの増速効果に着目し，第２章で述べた回転ローターによる境界層制御と

の関連性についても述べる． 

 

7.1 迎角に対する剥離干渉法の有効性 

7.1.1 検討概要 

これまで，迎角α=0°での検討によって剥離干渉法のメカニズムや有効性を確認してきたが，本手

法は剥離流を制御する手法であることから，僅かな迎角の変化によっても大きく空力特性が変わって

しまい，有効性が失われることが懸念される．そこで本節では，迎角がある場合の剥離干渉法の効果

について，第４章で述べた静的空気力特性を基に，表面圧力測定およびPIV実験によって検討を行っ

た．実験諸元を表-7.1に示す． 

 

表-7.1  各種実験諸元（表面圧力測定および PIV 実験） 
実験種類 表面圧力測定 PIV 実験 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流 （乱れ強さ 1%以下） 
模型状況 静止 

実験風速  V 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

9m/s 
30000 

迎角 α 0°，+4°，+5° +4° 
剥離干渉角  θ 30° 

サンプリング周波数，データ数 400Hz，32768 個 15Hz，1500 組 

 

7.1.2 迎角に対する剥離干渉法の効果 

基本断面柱および有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）について，静的空気力測定実験で得られた抗

力および揚力係数の結果（図-4.4～図-4.5参照）を用いて，迎角α≦+10°の範囲でDen Hartogの判別式

（式(2.1)参照）によって判定した結果を図-7.1に示す．これより，基本断面柱（Basic）では大半の迎

角において負値となっているのに対して，有効な剥離干渉角では一部の迎角を除いて正値となってい

る．また，20°→25°→30°の順でα=0°から連続して正値となる迎角の範囲が広くなっている．θ=30°

では0°≦α≦+7°までの範囲で連続して正値となっており，この範囲の迎角に対して，ギャロッピン
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グは発生しないことが示唆されている． 

この結果を踏まえて，迎角α=+4°においてギャロッピングの発生が示唆される基本断面柱と，ギャ

ロッピングが発生しないθ=30°について，表面圧力分布と流速場の比較を行う． 

図-7.2にα=0°，+4°，+5°における平均圧力係数 pC の分布を，図-7.3に側面の上下面の測定点での

平均圧力係数の差より得られた平均揚力係数
*pC の分布を示す．これより，α=+4°と+5°を比較する

と，基本断面柱では迎角が増加することによって，下方への力，つまり振動を増大させる力が働いて

いる．一方，θ=30°では特徴的な圧力分布を示しており，迎角が増加した場合において上面の鉛直板

の風上側に発生する負圧が増大しており，上方への力，つまり振動を抑える力が働いている．ここで，

上下面において実験風速V0に対する風速比が1.0以上となる増速領域の等風速線分布および風速ベク

トル分布を図-7.4に示す．これより，循環流が発生している鉛直板の風上側における最大増速比は，

α=0°の場合（図-6.8参照）と比較して，上面側では大きく，下面側では小さくなっている．圧力分

布の結果と併せて考えると，断面の上下面に発生する循環流の働きによって鉛直板の風上側に制振力

となるような流れ場が形成されていると考えられる． 

また，鉛直板の風下側に着目すると，θ=30°の場合には，迎角の有無に関わらず，上下面での圧力

分布はほとんど同じになっており，上下面での圧力差はなく，鉛直板の風下側では振動を励起するよ

うな空気力は作用していない． 

次に，図-7.5にα=+4°においてPIV実験による断面柱の後流域の流速ベクトルの分布について基本

断面柱とθ=30°を比較したものを示す．これより，基本断面柱では，上下面の後流で発生する1次渦

の中心位置（図中Aの両端部）および後流よどみ点（点B）が上方に移動しており，後流の流れ場は

上下面で非対称な流れ場となっている．それに対してθ=30°の場合には，鉛直板通過後の流れ場は，

主流方向（水平）軸に対して，ほぼ対称な流れ場となっており，後流域の1次渦は，ほぼ上下対称と

なる位置に発生し，後流よどみ点も断面高さの中心水平軸上に発生している．この流れ場は，迎角α

=0°の場合（図-6.11(e)参照）の後流域の流れ場と近くなっており，鉛直板の風下側で圧力分布が上

下面対称となる結果を裏付けるものとなっている． 

以上のことから，迎角がある場合においても，鉛直板の風下側は，迎角α=0°の場合と近い圧力お

よび流れの分布となり，前述した鉛直板の風上側で発生する循環流による圧力差のみによって減衰力

が働くことで空力的に安定となっていると考えられる． 
 

以上のことから，剥離干渉法は，剥離点間に発生する循環流の働きによって，迎角がない状態（α

=0°）に近い周辺流れ場を形成する効果を発揮しており，ある程度の迎角の変化に対してもギャロッ

ピングに対して有効に機能する手法である． 
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図-7.1  Den Hartog の判別式による判定結果（迎角α=0°～+10°） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) Basic               (b) θ=30°  

 

図-7.2   表面圧力分布（迎角 ○α=0°，▲α=+4°，■α=+5°） 
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図-7.3  側面上下面の圧力差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 上面側                 (c) 上面側 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 下面側                 (d) 下面側 

 

図-7.4   上下面における増速領域およびベクトル分布（θ=30°，迎角α=+4°） 
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(a) Basic 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30° 

図-7.5   流速ベクトルによる流れ場の比較（迎角α=+4°） 

 

 

 

-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

X/D

Y/
D

 
Y/

D

-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

X/D

A : 1 次渦中心

B :よどみ点

A 

B 

 1.6
1.5
1.4
1.3
1.2
1.1
1.0
0.9
0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3
0.2
0.1
0.0



 85

7.2 風向変化に対する剥離干渉法の効果 

7.2.1 検討概要 

 本研究では，剥離干渉現象を詳細に把握するために鉛直板を風上側に設置する「片側設置」を基本

として検討を進めているが，実用化にあたっては背面側から風が吹く（風上と風下が逆となる）場合

に対する効果について明らかにする必要がある．図-7.6(a)に示すように片側の剥離干渉角θ1 が 20°

～25°であれば他方の剥離干渉角θ2は 23.9°～27.4°となり，どちらの剥離干渉角も有効な剥離干渉角

の範囲内となり，風向に関係なく剥離干渉法は有効に機能することになる． 

θ=30°の場合については，図-7.6(b)に示すように風上，風下の両側に 2 枚設置することになる．風

上および風下の両側に 2 枚設置することになる．そこで本節では，θ1=θ2=30°として鉛直板を 2 枚

設置した場合の応答実験によって剥離干渉法の有効性の確認を行った．  

実験諸元を表-7.2 に，実験状況を写真-7.1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) θ=20°～25°（片側設置）           (b) θ=30°（両側設置） 

 

図-7.6 風向が変化する場合の 2 次剥離点の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7.1 鉛直板両側設置の模型状況（θ=30°） 
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表-7.2  実験諸元（たわみ 1 自由度応答実験） 
実験種類 たわみ 1 自由度応答実験 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流 （乱れ強さ 1%以下） 

実験風速  V 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

0～14.8m/s 
0～49333 

対数構造減衰率  δ 0.002 
固有振動数   fh 7.40Hz 

スクルートン数   Sc 18 
迎角 α 0° 

剥離干渉角  θ 30°  
サンプリング周波数，データ数 1000Hz，60000 個 

 

 

7.2.2 風向変化の影響 

鉛直板両側設置と風上側のみの片側設置の応答特性を比較したものを図-7.7 に示す．これより，両

側設置においても片側設置の場合と同様，ギャロッピングは発生しない．また低風速域の渦励振につ

いてもほぼ同じ応答特性を示している．また，図-7.8 にθ=30°の片側設置（換算風速 Vr=24，位相φ

=180°）での上下面の平均風速比と流線を示す．ここで流線とは，“一本の連続した曲線上のすべての

点における接線の方向が，その点の速度ベクトルの方向と一致しているような曲線”と定義されてい

る．つまり，流線とは『流れをつなげていった曲線』であって，流線を描くことで，流れの様子を視

覚的に把握できるようにしたものである． 

これより，鉛直板の背面における平均風速は非常に小さくなっている．また鉛直板から発生した剥

離せん断層は風下側の鉛直板高さより上の位置を流下していることから，風下側に鉛直板が挿入され

た場合でも干渉するような流れ場とならず，下流側の鉛直板は応答特性に悪影響を与えないと考えら

れる．  

  

以上のことから，剥離干渉法は風向が変化する場合においても有効に機能するように対応が可能な

手法であることが確認された． 
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図-7.7 鉛直板両側設置によるたわみ 1 自由度応答特性（B/D=1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 上面側 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 下面側 

 

図-7.8 鉛直板を片側設置した場合の流線（B/D=1，Vr=24，位相φ=180°） 
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7.3 乱流中における剥離干渉法の効果 

7.3.1  検討概要 

これまでの検討より，一様流中における剥離干渉法の有効性は十分確認されているが，剥離干渉法

の実用化を考えた場合，自然風への対応，つまり乱流中での特性を把握すること，および有効性の検

証は重要な課題である．そこで本節では，乱流中における剥離干渉法の有効性を検討するために，基

本断面および有効な剥離干渉角であるθ=30°を検討対象断面として 1 自由度たわみ応答実験を行っ

た．実験諸元を表-7.3 に示す． 

 

表-7.3  実験諸元（たわみ 1 自由度応答実験） 
実験種類 たわみ 1 自由度応答実験 

供試模型断面柱 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 乱流（乱れ強さ Iu=0.081～0.085） 

実験風速  V 
レイノルズ数  Re (=VD/ν) 

0～14.8m/s 
0～49333 

対数構造減衰率  δ 0.002 
固有振動数   fh 7.40Hz 

スクルートン数   Sc 18 
迎角 α 0° 

剥離干渉角  θ 30°  
サンプリング周波数，データ数 1000Hz，60000 個 

 

 

7.3.2  乱流特性 

本検討で用いた乱流は，模型の風上側に設置した乱流格子によって生成した等方性乱流である． 

乱流格子の諸元および乱流の特性を表-7.4 に，乱流格子の設置状況を写真-7.2 に示す．用いた乱流

格子は，バーサイズ b を 100mm，メッシュサイズ（縦横の板の中心間隔）m を 470mm に設定し，模

型位置から距離 X=2000mm の風上側に設置した． 

これによって得られる乱流特性は，主流方向の乱れ強さ Iu が 8.1～8.5%，主流方向の乱れスケール

S が 54～61mm となっている． 

 

 

表-7.4  格子乱流諸元 
バーサイズ          ：b 100mm 
メッシュサイズ      ：m 470mm 
m/b 4.7 
格子－模型距離      ：X 2000mm 
主流方向乱れ強さ    ：Iu 8.1～8.5% 
主流方向乱れスケール：S 54～61mm 
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写真-7.2 乱流格子設置状況 

 

7.3.3  乱流中での応答特性 

基本断面と有効な剥離干渉角であるθ=30°について，一様流中および乱流中での応答特性を比較し

たものを図-7.9 に示す． 

これより，両断面ともに，ほぼ同じ応答特性を示している．高風速域でのギャロッピングについて

は，気流の乱れに関係なく抑制されており，剥離干渉法が乱流中においても有効に機能している．ま

た，低風速域で生じる渦励振についても，発振風速・応答ピーク値もほぼ同じ特性を示している．渦

励振の最大応答発生時の空力減衰率δA（図-7.10 参照）についても，一様流中の場合よりも負減衰が

大きくなるような特性とはなっていないことから，一様流中と同様に減衰付加によって大幅に応答振

幅を抑制することが可能である． 

 

以上の結果から，乱流中においても剥離干渉法は気流の乱れによる悪影響を受けずに一様流中と同

様の制振効果を発揮する有効な制振手法であることが確認された． 

 
 

m 

b 
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図-7.9 乱流中におけるたわみ 1 自由度応答特性（乱れ強さ Iu=8.1～8.5%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7.10 乱流中における渦励振の最大応答発生風速時の空力減衰率（乱れ強さ Iu=8.1～8.5%） 
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7.4 剥離干渉法の手法の違いによる影響 

7.4.1 検討概要 

本研究では，鉛直板によって2次剥離点を設けた手法（以下，鉛直板タイプ）について各種検討を

進めており，その結果，剥離点間に生じる循環流が剥離干渉法に関して重要な働きを示すことを明ら

かにした．しかし，第１章で述べたように剥離干渉法には様々な手法があり，図-1.1(b)のような隅角

部をカットすることによって2次剥離点を設ける手法（以下，隅切りタイプ）のような剥離点間の空

間がない場合にも鉛直板タイプと同様の効果があるかどうかを明らかにする必要がある． 

そこで，図-7.11に示すように剥離点間の空間を塞いだ断面形状について，θを20°，30°，40°と変

化させて，応答実験，静的空気力測定実験，表面圧力測定実験，PIV実験による検討を行った．実験

諸元を表-7.5に示す． 

 

表-7.5  各種実験諸元 
実験種類 応答実験 静的空気力測定 表面圧力測定 PIV 実験 

断面 B/D=1（B=D=50mm） 
実験気流 一様流 （乱れ強さ 1%以下） 
実験風速  V 

レイノルズ数  Re (=VD/ν) 
0～14.8m/s 
0～49333 5～9 m/s 9m/s 

30000 
対数構造減衰率  δ 0.002    
固有振動数   f 7.40Hz    

スクルートン数   Sc 18    
迎角 α 0° －13°～+13° 0° 

剥離干渉角θ 20° , 30° , 40°  
サンプリング周波数，データ数 1000Hz，60000 個 400Hz，32768 個 15Hz，1500 組 

 

 

7.4.2 隅切りタイプと鉛直板タイプの剥離干渉法の効果の違い 

(1) 応答特性 

剥離干渉角θ=20°～40°において，両剥離干渉手法での応答特性を比較したものを図-7.12に示す．

これより，両手法とも高風速域でのギャロッピングに対する抑制効果を発揮している．また渦励振に

ついては，振動の発生風速域は両タイプともほぼ同じとなっているが，応答のピーク値は隅切りタイ

プの方が大きくなる傾向を示しており．特にθ=20°（2A/D=0.28→0.56）および30°（2A/D=034→0.53）

において顕著である．この渦励振に関しては，図-7.13に示す空力減衰率より，θ=20°～30°では鉛直

板タイプと同様に若干の減衰付加によって大幅に抑制することが可能である． 

 

(2) 静的空気力特性 

 抗力係数および揚力係数を比較したものを図-7.14 に示す．抗力係数 CDについては，迎角αに対す

る係数の変化は定性的に同様であるが，隅切りタイプは鉛直板タイプよりも抗力の減少効果が小さく

なっている．揚力係数 CLについては，θ=20°では揚力勾配が正勾配になる迎角範囲が狭まっており，

θ=30°では定性的な傾向は同じだが揚力勾配の傾きは小さくなっている．また，θ=40°については，

測定した迎角内（－13°≦α≦+13°）で全て負勾配になっている． 
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(3) 表面圧力分布特性 
断面まわりの平均圧力係数 pC の分布をまとめたものを図-7.15に示す．これより，前面ではほぼ同

じ分布を示しており，鉛直板の後流での側面および背面では，隅切りタイプの方が鉛直板タイプに比

べて4～10%程度負圧が大きくなる傾向を示しているが，剥離干渉角θによる定性的な変化について

は同じ傾向を示している． 

次に剥離点間に注目し，隅切り部と鉛直板部での圧力分布を比較したものを図-7.16に示す．これ

より，測定点A（端部）およびC（背面）での圧力については手法による差はほとんどない．また前

面においても測定点B1では隅切りタイプは鉛直板タイプより20%程度負圧が小さくなっているが，1

次剥離点に近い測定点B2では差はほとんどない． 

 

(4) 周辺の流れ場特性 

 図-7.17に示すように隅切りタイプにおいてもθ=20°および30°では，剥離点間に生じる剥離流と模

型との間に循環流が発生していることが確認できる．また，θ=20°および30°での循環流の渦の中心

位置での風速水平成分の分布（図-7.18 (a)，(b)）からも，模型表面上では逆流域が生じており，循環

流の発生を示している．一方，θ=40°では図-7.17 (c)および図-7.18 (c)に示すように剥離点間のどの位

置においても循環流の発生は確認できない． 

さらに，風速の増速領域について注目してみると，図-7.19より，隅切りタイプは鉛直板タイプに

比べると増速効果は若干低くなるが，増速領域の発生位置等は良く整合している．ちなみに，実際に

隅切りタイプを適用する場合には図-1.1(b)に示すように鉛直板の背面にはアフターボディが存在す

ることから，鉛直板タイプより増速効果が小さくても剥離流と断面側面との鉛直距離は近くなり，断

面に働く圧力が回復し，鉛直板タイプの圧力分布に近づく可能性がある． 

次に，両タイプにおいて，1 次剥離点である前縁隅角部から剥離した剥離流の流れを把握するため，

1 次剥離点から生じる流線を比較したものを図-7.20 に示す．これより，有効な剥離干渉角であるθ

=20°および 30°では，1 次剥離点から生じた流線は両タイプともに基本断面で発生する剥離流とほぼ

同じ挙動を示しており，その後に，循環流の中心付近から断面柱表面に近づくような流れとなってい

る．隅切りタイプにおいて発生する循環流は，鉛直板タイプよりも風上側かつ剥離せん断層に近い位

置で発生していることから，循環流の発生領域が鉛直板タイプより小さくても，より効率的に剥離せ

ん断層を引き寄せる効果を発揮していると考えられる． 

 

以上のことから，隅切りタイプによる剥離干渉法を用いた場合にでも，鉛直板タイプと同様に剥離

点間に生じる循環流の働きによって，同じような流れ場を形成しており，定性的には鉛直板タイプと

同じ制振効果を発揮することが明らかになった． 
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図-7.11   検討対象断面（隅切りタイプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7.12   応答特性の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7.13   渦励振最大応答発生風速時の空力減衰率（隅切りタイプ） 
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(a) 抗力係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 揚力係数 

 

図-7.14   静的空気力係数の比較 
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(a) 前面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 側面（上面側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 背面 

図-7.15 表面圧力分布の比較（平均圧力係数 pC ，静止時） 
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図-7.16   鉛直板部と隅切り部での平均風圧係数分布比較 
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(b) θ=30°                      (c) θ=40° 

図-7.17   隅切りタイプにおける剥離点間付近の流速ベクトル 
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       (a) θ=20°         (b) θ=30°               (c) θ=40° 

図-7.18   循環流中心位置における水平成分風速分布（(c)は剥離点間中央位置） 
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図-7.19 模型上面における増速領域（左段：隅切りタイプ，右段：鉛直板タイプ） 
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(a) θ=20° 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(b) θ=30° 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(c) θ=40° 

図-7.20   剥離干渉法の違いによる流線および循環流中心位置の変化（迎角α=0°） 
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7.5 回転ローターによる境界層制御法との関連性 

剥離干渉法は，剥離点間に生じる循環流によって剥離流が増速されることがポイントのひとつであ

ることが明らかになった．これは，久保らが新しい耐風安定性手法として提案している隅角部に配置

した回転ローターによる境界層制御法7)による効果と似たものである．この手法は回転ローターによ

って剥離流を加速し，剥離の発生を抑えることで制振する手法である．図-7.21に回転ローターによ

る境界層制御を適用した場合の応答特性および静的空気力特性（抗力係数・揚力係数）についてまと

めたものを示す．これより，回転ローターの回転速度比を大きくすることによって，ギャロッピング

の発生が抑制される応答特性を示す．また，三分力特性からは抗力係数が上に凸となる迎角の範囲が

狭くなりながら減少し，迎角α=0°における揚力勾配dCL/dαは負勾配から正勾配に変化している．こ

れらの傾向は，剥離干渉法を適用した場合（図-4.4，図-4.5参照）と良く対応している． 
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(b) 抗力特性                               (c) 揚力特性 

図-7.21   回転ローターによる境界層制御を行った場合の空力特性 
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次に，図-7.22に回転ローターによる境界層制御を適用した場合の平均圧力係数の表面圧力分布に

ついてまとめたものを示す．これより，側面上および背面において圧力が回復する傾向を示している．

これらの傾向は，剥離干渉法を適用した場合（図-5.4参照）と良く対応している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) 前面                (b) 側面                   (c) 背面 

図-7.22   回転ローターによる境界層制御を行った場合の表面圧力特性 
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た，パッシブ制御である剥離干渉法を適用することによってアクティブ制御と同様の効果が得られる

という点に着目すると，剥離干渉法が非常に有効な耐風制振手法であることが示された． 
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第８章  

再付着型断面柱に対する剥離干渉法の効果 
 
これまで，完全剥離型断面柱である正方形断面柱に対して剥離干渉法の制振メカニズムについて明

らかにし，様々な有益な知見を得た．本章では，流れが再付着するような断面柱に対しても完全剥離

型断面柱の場合と同様の制振メカニズムおよび知見が適用できるかどうかを確認するために，辺長比

B/D=8 の扁平矩形断面柱を基本断面柱として，鉛直板タイプの剥離干渉法を適用した場合について

B/D=1 断面柱と同様の検討を行った． 

 

8.1 供試模型およびパラメーター 

供試模型は，図-8.1および写真-8.1示すようにB/D=8（幅B=400mm，高さD =50mm）の扁平矩形断

面柱を基本断面柱とする．設定する実験パラメーターについては，B/D=1断面柱での検討と同一とす

る．表面圧力測定実験およびPIV実験用模型には，図-8.2に示すように前背面に各11点，上下側面に

各47点，鉛直板部には頂部・風上面・風下面に各1点ずつ，計122点の圧力測定孔を配置している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.1 供試模型概要（B/D=8断面柱） 
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写真-8.1 供試模型（B/D=8断面柱，表面圧力・PIV実験用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.2 圧力測定孔位置（B/D=8断面柱） 

 

8.2 各種実験概要 

8.2.1 計測システム 

 表面圧力測定実験，PIV 実験に関しては，B/D=1 断面柱の検討で用いたものと同様とする． 

応答実験では，図-8.3 に示すような，2 自由度（たわみ・ねじれ）の支持装置を用いており，片側

4 本合計 8 本のコイルスプリングによって模型を支持し，たわみ・ねじれの 2 自由度を与えている．

また流れ止めによって流れ方向の変形および振動を拘束している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.3 たわみ・ねじれ 2 自由度支持装置概略 
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8.2.2 実験諸元 

本検討で実施した各種実験の諸元を表-8.1 に示す． 

 表面圧力測定実験および PIV 実験における強制振動状態の測定については，図-8.4 に示すような 

ねじれ振動に着目して加振振動数を応答実験におけるねじれ固有振動数 ftと同じ 4.6Hz，加振振幅を

T0=2deg.に設定した． 

 

 

表-8.1 実験諸元（B/D=8 断面柱） 
実験種類 (1)  応答実験 (2)  表面圧力測定 (3)  PIV 実験 

供試模型断面柱 B/D=8（B=400mm，D=50mm） 
実験気流 一様流（Iu≦0.01） 

実験風速 V 
（レイノルズ数  Re） 

0～14.8m/s  
(0～49333) 

静止時：9m/s (30000) 
強制加振時：0～16m/s（0～53000） 

迎角 α 0° 
剥離干渉角  θ 15°，20° , 25° , 30° , 35° , 40° （応答実験では 15°は未実施） 

模型状況 2 自由度自由振動 静止／強制振動 

振動諸元 f t=4.6Hz，δ=0.003 
f h=2.9Hz，δ=0.004 ねじれ 1DOF 強制振動（ f t=4.6Hz，T0=2deg.） 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ周波数，ﾃﾞｰﾀ数 1kHz，60000 個 

400Hz，32768 個 
（※位相平均処理した場合

には，約 600 個のデータを用

いて算出） 

15Hz，1500 組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8.4 強制加振状態で検討する位相 
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8.3 検討結果および考察 

8.3.1 応答特性 

2 自由度応答実験より得られたねじれ応答特性を図-8.5 に示す．これより，基本断面柱とθ=40°に

関しては Vr=4.5 付近からフラッターが発現しているのに対して，θ=35°では Vr=5.7 と発振風速が高

風速側に移行している．さらに，θ=30°，25°，20°ではさらに Vr=7 付近まで高風速側に移行してい

る．これより，剥離干渉法は B/D=8 断面柱に対して，ねじれフラッターの発振風速を高風速化する

効果を発揮する．有効な剥離干渉角θの範囲は 20°～30°となり，B/D=1 断面柱の場合と同じ範囲とな

っている． 

また，基本断面柱および剥離干渉法を適用した場合には，低風速域（Vr=0.6～0.7 付近）で渦励振

が発生するが，最大応答発生時の風速における空力減衰δA（図-8.6 参照）より，僅かな構造減衰付

加によって大幅に抑制可能である． 

 

8.3.2 静止時の空気力特性 

迎角α=0°における断面柱まわりの平均圧力係数 pC および変動圧力係数 pC~ の分布を図-8.7に示す．

これより，有効な剥離干渉角においては，側面の負圧が回復する点，つまり再付着点が上流側に移行

しており，剥離流の再付着点が促進されている．これは変動圧力係数 pC~ のピーク発生位置が上流側

に移行していることからも確認できる．また，鉛直板の風上側では有効な剥離干渉角において大きな

負圧が発生している． 

次に，表面圧力測定で得られた静止時の圧力を断面柱周りに積分して抗力係数CDを求めた．迎角

α=0°における剥離干渉角θ別のCDを図-8.8に示す．これより，鉛直板を設置することによって抗力

係数CDは減少する傾向を示し，θ=25°ではCD=0.97となり基本断面柱のCD=1.20に比べて81%まで減少

している．ここで，基本断面柱の各剥離干渉角θにおける上面側の鉛直板の風上および風下面に設け

た測定点における pC および鉛直板に作用する平均抗力係数 fC （式(5.3)参照）の分布を図-8.9に示す．

これより，有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）においては大きな抗力を減少させる力が発生している．

これは，図-8.10に示すように剥離点間において発生している循環流によるものであり，正方形断面

柱の場合と同様に循環流が重要な働きをしている（図-5.6参照）．また，図-8.7(a)より，基本断面柱の

背圧に着目すると，正方形断面柱において確認された有効な剥離干渉角における背圧の回復傾向が見

られないことから，再付着型断面柱で鉛直板部に作用する力は正方形断面柱の場合よりも抗力減少に

寄与していることになる． 

 さらに，有効な剥離干渉角であるθ=30°について，迎角α=+2°における側面上の平均圧力係数 pC

および変動圧力係数 pC~ を基本断面柱と比較したものを図-8.11に示す． pC については上下面圧力差

*pC の分布についても併記する．これより，θ=30°の場合には上面側側面における剥離流の再付着点

が上流側に移行しており，剥離流の再付着点が促進されている．また，再付着点より下流側において

は，迎角α=0°での圧力分布（図-8.7参照）とよく似た，上下面でほぼ同一となる分布を示している．  

以上のことから，剥離干渉法が有効に機能する剥離干渉角θにおいては，剥離流の再付着点が上流

側に移行し，再付着後の圧力場および流れ場は迎角の影響を受けずに上下面で対称となる効果を発揮

している． 
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8.3.3 強制振動時の空気力特性 

 ねじれ 1 自由度強制加振状態において，高風速域（Vr=8.7 時）における位相φ=0°（ねじれ速度頭

上げ最大となるゼロクロス点）での平均圧力係数 pC の分布を比較したものを図-8.12 に示す．得られ

ている応答特性（図-8.5 参照）は 2 自由度応答実験の結果であるので，ねじれ 1 自由度強制加振状態

における空気力特性と応答特性を厳密に比較することはできないが，静止時同様，鉛直板を付加する

ことによって流れの再付着が促進されている．さらに鉛直板の風上側では下向き（頭下げ）の力が発

生しており，鉛直板の風下側では上下面の圧力分布はほぼ等しくなっている．ねじれ速度同相成分の

圧力はねじれの空力減衰に寄与する 31)ことから，鉛直板の風上側では減衰力が働いており，2 次剥離

点以降には励振力となるような空気力は発生していないことを示している． 

 
8.3.4 周辺流れ場特性 

 基本断面柱とθ=30°について，図-8.12 と同条件における平均風速比分布および流線を図-8.13 に示

す．これより，基本断面柱では上面側に比べて下面側での増速領域が卓越し，大きな剥離を生じてい

るのに対し，θ=30°では下面側での剥離が小さくなり，増速領域は上下面において対称となるような

分布傾向を示す．さらに再付着点より下流側の流れも断面柱に対して流線はほぼ平行で，風速分布も

上下面対称に近くなっている．つまり剥離干渉法によって周辺流れ場は，振動状態においても静止状

態と近い分布となる効果を発揮している． 

 

8.4 再付着型断面柱に対する剥離干渉法の効果 

 以上の検討から，再付着断面柱である B/D=8 断面柱に剥離干渉法を適用した場合のメカニズムに

関する知見は以下のとおりである． 

 

・ 剥離点間に生じる循環流の働きによって抗力が減少する． 

・ 剥離流の再付着が促進され，迎角がある場合においても再付着点より下流側における圧力分布が

上下面でほぼ対称となり，迎角の影響を受けにくい特性を示す． 

・ 強制加振時の圧力分布より，剥離干渉法が有効に機能している場合には 2 次剥離点より下流の断

面に作用する力は上下面でほぼ対称となっており，鉛直板の風上側にのみ制振力が作用している． 

・ 強制加振時の周辺流れ場より，剥離干渉法が有効に機能している場合には剥離干渉後の流れは静

止時に近い流れ場となっている． 

 
 これらの知見は，完全剥離型断面柱（B/D=1 断面柱）の検討によって得られた知見と同じであり，

剥離干渉法の制振メカニズムは，断面柱の形状に関係なく同じメカニズムで機能しているということ

が明らかとなった． 
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図-8.5 B/D=8 断面柱におけるねじれ応答特性（2 自由度応答実験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.6 ねじれ渦励振最大応答発生風速時の空力減衰率 
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(a) 平均圧力係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 変動圧力係数 

 

図-8.7 剥離干渉角別の圧力係数分布（静止時，迎角α=0°） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-8.8 表面圧力分布から得られた剥離干渉角別の抗力係数特性（迎角α=0°） 
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図-8.9 鉛直板に作用する力（平均圧力係数 pC および平均抗力係数 fC ，静止時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.10 剥離点間付近の流速ベクトルおよび平均圧力係数（θ=30°） 
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(a) 平均圧力係数および揚力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 変動圧力係数 

 

図-8.11 迎角α=+2°における圧力分布の比較（Basic およびθ=30°） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8.12 強制加振時における圧力分布の比較（Basic およびθ=30°，Vr=8.7，φ=0°） 
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(a) Basic 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) θ=30deg. 

 

図-8.13 強制加振時における風速比分布および流線の比較（Vr=8.7，φ=0°） 
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第９章  

結論 

 本論文では，剥離干渉法（SIM：Separation Interference Method）について，耐風安定性の向上に寄

与する詳細なメカニズム（剥離干渉法が機能した場合の流れの変化や構造物に作用する外力の変化，

剥離干渉法によって得られる具体的な効果など）について明らかにすることを目的として，完全剥離

型断面柱（B/D=1）および再付着型断面柱（B/D=8）の矩形断面柱を対象として，各種風洞実験によ

って検討を行った． 

 以下に，第１章～８章の要約を示したうえで，本研究によって明らかとなった剥離干渉法のメカニ

ズムについて総括して，本論文の結論とする． 

 

9.1 各章の要約 

各章で示した内容について要約すると以下のようになる． 

 

第１章は序論であり，本研究の背景および目的を明確にし，本論文の構成について示した． 

 

第２章では，本研究で扱う問題に関する既往の研究成果について述べ，剥離干渉法の制振メカニズ

ムに関して本研究で検討すべき課題など，本研究の位置づけを明らかにした． 

 

第３章および第４章では，完全剥離型断面柱である B/D=1 断面柱に対して，剥離干渉法を適用し

た場合の応答特性および静的空気力特性について検討し，次のような知見を得た． 

 

応答特性 

・  剥離干渉角θ=20°～40°の範囲では，高風速域でのギャロッピングの発生が抑制される． 

・ 基本断面柱（B/D=1 断面柱）およびθ=15°では，ギャロッピングが発生する． 

・ 剥離干渉法を適用することによって，低風速域でカルマン型渦励振が発生するが，剥離干渉

角θ=20°～35°の範囲においては，僅かな構造減衰付加によって大幅に低減される． 

・ θ=40°では，カルマン渦励振以外に別の機構によって大きな負減衰の限定振動が発生する． 

 

静的空気力特性 

  ・ 抗力については，θ≦35°の範囲において，基本断面柱に対して減少する傾向を示す．また，

抗力曲線が上に凸となる迎角の範囲についても，θの減少に従って狭くなる． 

  ・ 揚力については，基本断面柱においては，迎角α=0°における揚力勾配 dCL/dαは負勾配であ

るが，θ≧20°の範囲では dCL/dαは正勾配となる． 

  ・ 空力モーメントについては，剥離干渉法を適用することによって迎角α=0°における空力モ

ーメント勾配 dCM/dαの傾きが大きくなる． 



 112

 

  ・ 剥離干渉法が有効に機能した場合の静的三分力係数の特性は，辺長比が大きい断面柱の特性

と似た傾向を示す． 

  ・ Den Hartog の判別式を用いてギャロッピングに対する安定性について検討を行った結果，応

答実験においてギャロッピングが発生しなかったθ≧20°の範囲では，θ=20°～30°におい

て相対的に大きな正値となり，ギャロッピングに対して抑制効果が高くなる特性を示す． 

  ・ 以上の結果から，有効な剥離干渉角θはθ=20°～30°の範囲にあることを確認した． 

 

第５章および第６章では，応答実験と静的空気力測定実験から得られた結果を踏まえて，静止状態

および応答実験で発生した振動現象を対象とした強制加振状態において，表面圧力測定および PIV

（Particle Image Velocimetry）実験を行い，有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）において断面柱の各部

位に作用する圧力分布や周辺流れ場の詳細な変化に着目することで，剥離干渉法のメカニズムについ

て検討し，次のような知見を得た．  

 

 静止時における周辺流れ場 

  ・ 剥離干渉法を適用することにより，鉛直板の風上側において定常的な循環流が発生し，有効

な剥離干渉角（θ=20°～30°）では循環流の巻き込みが強くなる． 

  ・ 有効な剥離干渉角では，1 次剥離点（基本断面柱の隅角部）から発生した剥離流は，基本断

面柱の場合に比べて断面柱側面に引き寄せられ，2 次剥離点の下流側でも剥離が抑えられた

状態で流下する． 

  ・ 有効な剥離干渉角では，断面柱の後流渦の巻き込みは基本断面柱に比べて弱まる． 

  

 静的空気力に寄与するメカニズム 

・ 有効な剥離干渉角（θ=20°～30°）では，断面柱背面における負圧が回復することによって

抗力が減少する効果を示す． 

・ さらに，有効な剥離干渉角では，循環流の効果によって鉛直板部に抗力が減少する力（負圧）

が作用しており，全体の抗力減少に大きく寄与している．  

  ・ 断面柱の側面における平均圧力係数 pC については，有効な剥離干渉角では，循環流の働き

によって鉛直板の風上側で大きな負圧が発生し，風下側で圧力が回復するような圧力分布

の傾向を示す． 

・  変動圧力係数 pC~ については，有効な剥離干渉角では，基本断面柱に比べて小さくなる傾向

を示す．側面における pC~ は後流渦による励振力の寄与と関連づけることができ，また，後

流における流れ場と性状から，有効な剥離干渉角では，後流渦の励振力の寄与が小さくなっ

ていると考えられる． 
・ 有効な剥離干渉角における断面柱背面および側面の圧力分布は，流れが再付着する断面柱の

圧力分布と類似している． 
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ギャロッピングに対する剥離干渉法の効果 

・  強制的に振動させた状態においても，循環流による剥離流の増速効果によって剥離干渉後の

流れが振動の影響を受けず，迎角α=0°の静止状態に近い流れ場が形成される． 

 

・ これにより，鉛直板の風下側の側面においては振動に寄与する力が発生せず，鉛直板の風上

側における循環流によって発生する負圧による制振力によってギャロッピングの抑制効果

を発揮する． 

 

渦励振に対する剥離干渉法の効果 

・ 渦励振発生状態においても，有効な剥離干渉角では鉛直板の風上側には循環流が発生してお

り，制振力を発揮している． 

・ 剥離干渉法を適用した場合に発生するカルマン型渦励振は，カルマン渦によって鉛直板の風

下側において作用する励振力が鉛直板の風上側に発生する制振力を上回ることによって振

動が発生していると考えられる． 

・ θ=40°において発生するカルマン型渦励振とは別の限定振動は，鉛直板の風上側に循環流が

発生せず，断面柱の側面全体において励振力が働くことによって発生する． 

 

第７章では，剥離干渉法を実用化するにあたって検討すべき課題である4つの課題「迎角に対する

剥離干渉法の有効性」，「風向が風上下側逆になった場合の剥離干渉法の有効性」，「乱流中における剥

離干渉法の有効性」，「剥離干渉法の手法の違いによる影響」，また，回転ローターによるアクティブ

境界層制御法との関連性について検討し，次のような知見を得た． 

 

・ 迎角がある場合においても，剥離点間に発生する循環流による剥離流の増速効果によって，

迎角がない状態（α=0°）に近い周辺流れ場を形成することで迎角の影響を受けにくい特性

を示す． 

  ・ 風向が風上下側逆になった場合に，鉛直板を風上下に両側設置する必要があるθ=30°におい

ても，片側設置の場合とほぼ同じ応答特性を示し，剥離干渉法は風向が変化する場合にお

いても対応可能である． 

  ・ 乱流中（乱れ強さ Iu=8.1～8.5%）においても，剥離干渉法は気流の乱れによる影響を受けず

に一様流中と同様の効果を発揮する． 

  ・ 隅切りタイプによる剥離干渉法を適用した場合，鉛直板タイプと同様に剥離点間に循環流の

働きによって，同じような流れ場を形成する．また定性的に鉛直板タイプと同様の空力特

性となることから，両手法は同じメカニズムで機能していることを示した． 

  ・ 有効な剥離干渉角では，回転ローターによるアクティブ境界層制御を適用した場合と非常に

良く似た効果を発揮しており，両者に密接な関連性があることを示した．また，剥離干渉

法はアクティブ制御と同様の効果を得ることができる有効な制振手法であることを示した． 
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第８章では，再付着型断面柱である B/D=8 断面柱に対して，剥離干渉法を適用した場合の制振メ

カニズムについて検討し，次のような知見を得た． 

  ・ 有効な剥離干渉角では，剥離流の再付着が促進される． 

・ 剥離点間に生じる循環流の働きによって抗力が減少する． 

・ 迎角がある場合においても，再付着点より下流側における圧力分布は上下面でほぼ対称とな

り，迎角の影響を受けにくい特性を示す． 

・ 有効な剥離干渉角においては，剥離干渉点より下流の断面柱に作用する力は上下面でほぼ対

称となり，鉛直板の風上側にのみ制振力が作用する． 

・ 強制的に振動させた状態においても，剥離干渉法が有効に機能している場合には剥離干渉後

の流れは静止時に近い流れ場となっている． 

・ 以上の知見は，完全剥離型断面柱の検討によって得られた知見と同じであり，剥離干渉法の

制振メカニズムは，断面の形状に関係なく同じメカニズムで機能している． 

 

9.2 剥離干渉法の制振メカニズム 

 本研究で得られた知見をもとに，完全剥離型断面柱および再付着型断面柱における剥離干渉法の制

振メカニズムについてまとめる．剥離干渉法が有効に機能した場合に生じる流れ場の変化のフローを

以下に示す（図-9.1参照）． 

1)  剥離点間（1次剥離点となる基本断面柱の隅角部と2次剥離点となる鉛直板端部の間）において定

常的な循環流が発生する． 

2)  循環流で発生する負圧によって，1次剥離点から発生した剥離流が引き寄せられ，剥離点間にお

ける剥離流が増速される． 

3)  増速された剥離流は2次剥離点に沿うように干渉し，剥離が小さく抑えられた状態で流下する． 

4)  完全剥離型断面柱では基本断面柱よりは広い後流域となるが，有効な剥離干渉角では後流域が狭

まる．再付着型断面柱では流れの再付着化が促進された流れ場を形成する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9.1 剥離干渉法が有効に機能する場合の流れ場の挙動 
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これによって得られる剥離干渉法の制振メカニズムの効果は以下のとおりである（図-9.2 参照）． 

 

a)  循環流によって発生する負圧が鉛直板に作用することで，断面柱全体に作用する抗力を減少させ

る効果を発揮する． 

b)  完全剥離型断面柱では 2 次剥離点より風下側（再付着型断面柱では再付着点より風下側）の断面

柱には振動に寄与する力が発生せず，循環流の働きによって発生した負圧によって制振力を発揮

する． 

c)  迎角がある場合においても，完全剥離型断面柱では2次剥離点より風下側（再付着型断面柱では

再付着点より風下側）における圧力分布は上下面で対称となり，断面柱の後流域に発生する流れ

場も水平軸に対して対称に近い状態となっており，迎角の影響を受けにくい特性を示す． 

d)  強制的に振動を与えた状態において，2 次剥離点より風下側の流れ場は，静止状態に近い流れ場

となる． 

e) 断面柱に作用する空気力は，辺長比を大きくした場合と同様の静的空力特性となる． 

f)  これらの制振メカニズムは，隅切りタイプの剥離干渉法においても同様のメカニズムが機能して

いる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9.2 剥離干渉法が有効に機能する場合の効果および制振メカニズム 
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